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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円)2,421,7802,753,8642,925,1103,203,3423,423,365

営業利益 (百万円) 456,315513,791499,911521,730425,085

経常利益 (百万円) 450,331510,709503,945508,900412,591

当期純利益 (百万円) 161,623335,409295,898314,790209,395

純資産額 (百万円) 807,0061,074,1301,129,6451,106,3511,089,819

総資産額 (百万円)3,306,3493,304,4733,562,7343,641,2323,631,671

１株当たり純資産額 (円) 1,496.061,990.792,028.801,986.261,958.60

１株当たり当期純利益 (円) 299.06620.68548.80583.84388.36

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

(円) ─ ─ ― ― ―

自己資本比率 (％) 24.4 32.5 30.7 29.4 29.1

自己資本利益率 (％) 22.8 35.7 27.3 29.1 19.7

株価収益率 (倍) ─ ─ ― ― ―

営業活動によるキャッシュ・フロー(百万円) 462,354416,991419,737411,845224,373

投資活動によるキャッシュ・フロー(百万円) △90,994△108,882△298,087△257,253△306,958

財務活動によるキャッシュ・フロー(百万円)△401,764△342,009△117,034△150,538118,304

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 96,30265,38271,53367,014103,740

従業員数 (人) 43,74744,57945,20945,31345,090

(2) 提出会社の経営指標等       

売上高 (百万円)1,640,4751,937,0642,055,5872,276,2812,585,005

営業利益 (百万円) 334,657394,398388,826408,085324,542

経常利益 (百万円) 341,637404,456407,518401,440335,161

当期純利益 (百万円) 108,917254,628250,672237,800141,905

資本金 (百万円) 239,644239,644239,644239,644239,644

発行済株式総数 (千株) 539,170539,170539,170539,170539,170

純資産額 (百万円) 906,0981,087,5661,059,721957,838929,029

総資産額 (百万円)2,776,5512,789,4863,017,8173,065,5333,065,914

１株当たり純資産額 (円) 1,680.232,016.711,965.461,776.501,723.07

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額)

(円)
53.44
(53.44)

193.59
(193.59)

539.20
(131.16)

536.70
(258.49)

185.47
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 201.69471.86464.92441.04263.19

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

(円) ─ ─ ― ― ―

自己資本比率 (％) 32.6 39.0 35.1 31.2 30.3

自己資本利益率 (％) 12.8 25.5 23.3 23.6 15.0

株価収益率 (倍) ─ ─ ― ― ―

配当性向 (％) 26.5 41.0 116.0 121.7 70.5

従業員数 (人) 13,84614,15614,23114,49214,588
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(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　△はキャッシュ・フローの支出を示しております。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　１株当たり配当額は、提出会社の完全親会社であるジェイ エフ イー ホールディングス㈱に対する配当金の総額を

１株当たりに換算したものであり、各期の配当金の総額は次のとおりであります。

 配当金の総額 （うち中間配当金）

 （百万円） （百万円）

第２期 28,814 （28,814）

第３期 104,382 （104,382）

第４期 290,722 （70,722）

第５期 289,374 （139,374）

第６期 100,000 （―）

 

５　純資産額の算定にあたり、第４期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）

および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。
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２ 【沿革】

[前史]
明治11年４月 川崎正蔵が東京築地に川崎築地造船所を創業
明治29年10月㈱川崎造船所設立
大正６年５月 葺合工場設置
昭和14年10月西宮工場設置
昭和14年12月川崎重工業㈱に改称
昭和18年８月 知多工場[現・知多製造所]設置

 

[提出会社設立以降]
昭和25年８月 川崎重工業㈱の製鉄部門を分離独立し、川崎製鉄㈱設立
昭和25年10月東京・大阪・名古屋・福岡の各証券取引所に株式上場
昭和26年２月 千葉製鉄所[現・東日本製鉄所（千葉地区）]開設(戦後わが国初の近代的銑鋼一貫

製鉄所)
昭和28年６月 千葉製鉄所第一高炉火入れ
昭和36年７月 水島製鉄所[現・西日本製鉄所（倉敷地区）]開設
昭和42年４月 水島製鉄所第一高炉火入れ
昭和51年８月 エンジニアリング事業部[現・ＪＦＥエンジニアリング㈱]設置
昭和52年４月 フィリピンのフィリピン・シンター・コーポレーション[現・連結子会社]で焼結

鉱の生産開始
昭和59年７月 米国カリフォルニア・スチール・インダストリーズ社に経営参加
平成７年３月 川鉄コンテイナー㈱[現・ＪＦＥコンテイナー㈱（現・連結子会社）]、大阪証券取

引所第二部に株式上場
平成７年４月 豊平製鋼㈱[現・連結子会社]、札幌証券取引所に株式上場
平成12年４月 日本鋼管㈱と製鉄所間における協力の開始について合意
平成13年３月 川鉄情報システム㈱[現・ＪＦＥシステムズ㈱（現・連結子会社）]、東京証券取引

所第二部に株式上場
平成13年４月 日本鋼管㈱との経営統合について合意
平成13年７月 ＬＳＩ事業部を会社分割により分社し、川崎マイクロエレクトロニクス㈱設立
平成13年12月日本鋼管㈱と経営統合について基本合意書締結
平成14年４月 日本鋼管㈱およびドイツのティッセン・クルップ・スチール㈱と自動車用鋼板分

野で三社包括提携契約締結
平成14年５月 日本鋼管㈱と経営統合契約書締結
平成14年９月 日本鋼管㈱と共同で株式移転により完全親会社ジェイ　エフ　イー　ホールディング

ス㈱を設立し、上場廃止
平成15年１月 日本鋼管㈱との間で鉄鋼事業およびエンジニアリング事業に係る会社分割契約書

締結
平成15年３月 本店所在地を神戸市中央区から東京都千代田区に変更
 
[経営統合以降]
平成15年４月 日本鋼管㈱との間で会社分割を実施。当社は鉄鋼事業を承継し、商号をＪＦＥス

チール㈱に変更（日本鋼管㈱はエンジニアリング事業を承継し、商号をＪＦＥエン
ジニアリング㈱に変更）

平成15年11月韓国の東部製鋼㈱の転換社債を普通株式に転換
平成15年12月中国の広州鋼鉄企業集団有限公司と溶融亜鉛鍍金鋼板を製造・販売する合弁会社

広州ＪＦＥ鋼板有限公司を設立（現・持分法適用会社）
平成16年３月 韓国のユニオンスチール㈱の普通株式の一部を取得
平成18年12月韓国の東国製鋼㈱の普通株式の一部を取得（現・持分法適用会社）
平成19年７月 中国の広州鋼鉄企業集団有限公司との間で、合弁会社広州ＪＦＥ鋼板有限公司の新

冷延鋼板製造設備等の建設に関し合弁契約書締結
平成19年12月米国のユナイテッド・ステイツ・スチール社と製鉄所の操業、保全、環境技術分野

を対象とする技術交流契約締結
平成21年４月 ＪＦＥグループの研究開発体制の再編に伴い、ＪＦＥ技研㈱を当社に統合（ＪＦＥ

技研㈱の持つエンジニアリング関連の研究機能はＪＦＥエンジニアリング㈱に移
転）

 

なお、会社分割実施（平成15年４月）までの日本鋼管㈱の沿革は、以下のとおりであります。

明治45年６月　日本鋼管㈱設立

大正８年11月　電気製鉄㈱を合併

昭和11年６月　最初の高炉火入れ（銑鋼一貫体制を確立）

昭和15年10月　鶴見製鉄造船㈱を合併（鶴見製鉄所、鶴見造船所発足）

昭和40年２月　福山製鉄所[現・当社西日本製鉄所（福山地区）]発足

昭和41年８月　福山製鉄所第一高炉火入れ

昭和43年４月　川崎、鶴見、水江の三製鉄所を統合（京浜製鉄所[現・当社東日本製鉄所（京浜地

区）]発足）

昭和44年１月　津造船所発足
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昭和46年12月　京浜製鉄所にて扇島建設着工

昭和51年11月　扇島第一高炉火入れ

平成元年７月 　鉄鋼事業部、総合エンジニアリング事業部、総合都市開発事業部の三事業部体制発足

平成２年３月 　タイ・コーテッド・スチール・シート社[現・当社連結子会社]およびタイ・コール

ド・ロールド・スチール・シート社設立

平成12年４月　川崎製鉄㈱と製鉄所間における協力の開始について合意

平成13年４月　川崎製鉄㈱と経営統合について合意

平成13年12月　川崎製鉄㈱と経営統合について基本合意書締結

 　日立造船㈱と造船事業統合基本協定書締結

平成14年４月　川崎製鉄㈱およびドイツのティッセン・クルップ・スチール㈱と自動車用鋼板分野

で三社包括提携契約締結

平成14年５月　川崎製鉄㈱と経営統合契約書締結

平成14年９月　川崎製鉄㈱と共同で株式移転により完全親会社ジェイ　エフ　イー　ホールディング

ス㈱を設立し、上場廃止

 　日立造船㈱との共同出資会社ユニバーサル造船㈱へ造船事業を営業譲渡

平成15年１月　川崎製鉄㈱との間で会社分割契約書締結

平成15年４月　川崎製鉄㈱との間で会社分割を実施、商号をＪＦＥエンジニアリング㈱に変更
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３ 【事業の内容】

当社は、完全親会社であるジェイ エフ イー ホールディングス㈱の下で、ＪＦＥエンジニアリング㈱、ユニバー

サル造船㈱、ＪＦＥ都市開発㈱、川崎マイクロエレクトロニクス㈱およびＪＦＥ技研㈱の各事業会社とその傘下グ

ループ会社とともに、ＪＦＥグループを構成しております。

当社および当社の関係会社においては、銑鋼一貫メーカーとして各種鉄鋼製品の製造・販売を主力事業とし、鋼

材加工製品、原材料等の製造・販売、ならびに運輸業および設備保全・工事等の周辺事業を行い、ＪＦＥグループ

の中核を担っております。

なお、当社は、本年４月１日にＪＦＥ技研㈱と合併いたしました。

 

〔主要製品等〕

鉄鋼製品（レール、鋼矢板、Ｈ形鋼、形鋼、棒鋼、線材、厚鋼板、熱延薄鋼板、冷延薄鋼板、表面処理鋼板、電磁鋼板、

ステンレス鋼板、継目無鋼管、鍛接鋼管、電縫鋼管、角型鋼管、電弧溶接鋼管、チタン製品）、鋼材加工製品、太陽電池

原料、化学製品、素形材製品、各種容器類、鉱業・鉱産品、鉄鋼スラグ製品、機能素材、合金鉄、各種耐火物、築炉工事、

各種運送事業・倉庫業、土木建築工事、設備管理・建設工事、電気工事、電気通信工事、火力発電、ガス、建設仮設材、

不動産、保険代理業、各種サービス業、鋼構造物、各種コンピュータシステム、材料分析・解析、環境調査、技術情報

調査、知的財産支援等

 

〔主な関係会社〕

ＪＦＥ条鋼㈱、ＪＦＥケミカル㈱、ダイワスチール㈱、ＪＦＥ建材㈱、ＪＦＥ鋼板㈱
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当社および主要な関係会社の位置づけを事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
被所有割合
(％)

関係内容

(親会社)      

ジェイ　エフ　イー　
ホールディングス㈱

東京都千代田区 147,143

鉄鋼事業・エンジニア
リング事業・造船事業
等を行う子会社の経営
管理等

100.0

関係内容については、「第５　経
理の状況　１連結財務諸表等　
（1）連結財務諸表　関連当事者
情報」に記載しております。

(注)　有価証券報告書を提出しております。

 

(2) 子会社及び関連会社

 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)      

ＪＦＥ条鋼㈱　※１ 東京都港区 45,000
形鋼、棒鋼、線材製品の
製造・販売

100.0
当社は同社へ素材および原材料
の一部を納入しております。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥケミカル㈱ 東京都台東区 6,000化学製品の製造・販売 100.0

当社は同社製品の一部を購入し
ております。
なお、当社は同社に土地、建物お
よび設備を賃貸しております。
役員の兼任等　 有

ダイワスチール㈱ 大阪市北区 5,050
電炉による棒鋼の製造
・販売

92.4

当社は同社へ原材料の一部を納
入しております。
なお、当社は同社に土地および建
物を賃貸しております。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥ建材㈱ 東京都中央区 5,000
鉄鋼二次製品の製造・
加工・販売

96.4
当社製品の販売先であります。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥ鋼板㈱ 東京都中央区 5,000
鉄鋼二次製品の製造・
加工・販売

98.4
当社製品の販売先およびメッキ
加工の外注先であります。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥ物流㈱ 東京都千代田区 4,000各種運送事業、倉庫業 89.1

当社製品の輸送および保管を担
当しております。
なお、当社は同社に土地および建
物を賃貸しております。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥコンテイナー㈱
　※２

東京都文京区 2,365
各種容器類の製造・販
売

54.2
(0.1)

当社製品の販売先であります。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥシビル㈱ 東京都台東区 2,300土木建築工事の請負 100.0

当社製品の販売先および当社の
土木建築工事等の発注先であり
ます。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥミネラル㈱ 東京都港区 2,000

鉱業・鉱産品の製造・
加工・販売、鉄鋼スラ
グ製品の製造・販売、
機能素材の製造・販売

99.9
(0.2)

当社は同社製品の一部を購入し、
同社に当社場内作業の一部を委
託しております。
なお、当社は同社に土地、建物お
よび設備を賃貸しております。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥライフ㈱ 東京都台東区 2,000
不動産業、保険代理業、
各種サービス業

99.9

当社は同社に福利厚生・給与等
の業務を委託しております。
なお、当社は同社から土地および
建物を賃借しております。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥメカニカル㈱ 東京都台東区 1,700
機械装置の製造・販
売、設備管理・建設工
事の請負

93.8

当社の工事等の発注先でありま
す。
なお、当社は同社から土地および
建物を賃借しております。
役員の兼任等　 有
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名称 住所

資本金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

豊平製鋼㈱　※２ 札幌市西区 1,560
電炉による棒鋼の製造
・販売、各種鋼構造物
の製造・販売

51.3
(0.8)

当社製品の販売先であります。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥ鋼管㈱ 千葉県市原市 1,437電縫鋼管の製造・販売 98.4

当社製品の販売先であるととも
に、当社製品の一部を製造してお
ります。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥシステムズ㈱　※２ 東京都墨田区 1,390
各種コンピュータシス
テムの開発・販売

67.7
(2.5)

当社は同社へコンピュータシス
テムの開発・維持・運用等を委
託しております。
なお、当社は同社に建物を賃貸し
ております。
役員の兼任等　 有

水島合金鉄㈱ 岡山県倉敷市 1,257合金鉄の製造・販売
93.8
(0.6)

当社は同社製品の一部を購入し
ております。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥ継手㈱ 大阪府岸和田市 958鋼管継手の製造・販売 81.4

当社製品の販売先であるととも
に、当社は同社製品の一部を購入
しております。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥ炉材㈱ 兵庫県赤穂市 948
各種耐火物の製造・販
売、築炉工事の請負

99.0

当社は同社製品の一部を購入し、
同社に当社設備の修繕工事等を
委託しております。
なお、当社は同社に土地および建
物を賃貸しております。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥ鋼材㈱ 東京都中央区 488
鋼板剪断・溶断加工、
鋼材販売

94.5
当社製品の販売先であります。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥマテリアル㈱ 富山県射水市 450合金鉄の製造・販売 98.0
当社は同社製品の一部を購入し
ております。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥ精密㈱ 新潟市東区 450
素形材製品の製造・販
売

100.0役員の兼任等　 有

リバースチール㈱ 横浜市磯子区 450
鉄鋼製品の加工・販
売、土木建築工事の請
負

90.0
当社製品の販売先であります。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥ電制㈱ 神戸市中央区 400
電気工事、電気通信工
事、設備管理の請負

100.0
(33.4)

当社の電気工事等の発注先であ
ります。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥ電磁鋼板㈱ 大阪市北区 400電磁鋼板の加工・販売 99.9
当社製品の販売先および鋼板剪
断加工の外注先であります。
役員の兼任等　 有

東北スチール㈱ 仙台市宮城野区 300
電炉による棒鋼の製造
・販売

94.2

当社は同社へ原材料の一部を納
入しております。
なお、当社は同社に土地および建
物を賃貸しております。
役員の兼任等　 有

ＪＦＥテクノリサーチ㈱ 東京都中央区 100
材料分析・解析、環境
調査、技術情報調査、知
的財産支援

100.0

当社の金属材料等の分析業務、調
査業務の委託先であります。
なお、当社は同社に土地および建
物を賃貸しております。
役員の兼任等　 有

フィリピン・シンター・
コーポレーション

フィリピン共和
国
メトロマニラ・
マカティ

百万ペソ
500

焼結鉱の製造・販売 100.0
当社は同社製品を購入しており
ます。
役員の兼任等　 有

タイ・コーテッド・スチール・
シート・カンパニー・リミテッ
ド

タイ王国
バンコック

百万タイ
バーツ
2,206

電気亜鉛鍍金製品の製
造・販売

81.4
当社製品の販売先であります。
役員の兼任等　 有

その他　143社 　 　 　 　 　
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名称 住所

資本金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(持分法適用関連会社)      

日伯鉄鉱石㈱ 東京都港区 118,348
ブラジルにおける鉄鉱
石鉱山事業への投資

19.3役員の兼任等　 有

ＪＦＥ商事ホールディングス㈱
　※２

大阪市北区 20,000

ＪＦＥ商事グループの
経営戦略立案・管理な
らびにそれらに付随す
る業務

39.5
(0.8)

役員の兼任等　 有

瀬戸内共同火力㈱ 広島県福山市 5,000火力発電・電力の卸売 50.0
当社は同社へガスを販売し、同社
から電力を購入しております。
役員の兼任等　 有

ジェコス㈱　※２ 東京都中央区 4,397
建設仮設材の賃貸・販
売

39.4
(0.0)

当社製品の販売先であります。
役員の兼任等　 有

日本鋳造㈱　※２ 川崎市川崎区 2,102鋳鋼品等の製造・販売
42.1
(0.6)

当社製品の販売先であるととも
に、当社は同社製品の一部を購入
しております。
役員の兼任等　 有

㈱エクサ 川崎市幸区 1,250
各種コンピュータシス
テムの開発・販売

49.0

当社は同社へコンピュータシス
テムの開発・維持・運用等を委
託しております。
役員の兼任等　 有

㈱ＪＦＥサンソセンター 広島県福山市 90
酸素ガス、窒素ガス、ア
ルゴンガス等の製造・
販売

40.0
当社は同社から工業ガスを購入
しております。
役員の兼任等　 有

東国製鋼㈱
大韓民国
ソウル

百万ウォン
421,185

鉄鋼製品の製造・販売 15.0
当社製品の販売先であります。
役員の兼任等　 有

タイ・コールド・ロールド・ス
チール・シート・パブリック・
カンパニー・リミテッド

タイ王国
バンコック

百万タイ
バーツ
10,703

冷延鋼板の製造・販売 22.4
当社製品の販売先であります。
役員の兼任等　 有

広州ＪＦＥ鋼板有限公司
中国
広州

百万人民元
2,439

冷延および溶融亜鉛鍍
金製品の製造・販売

50.0
当社製品の販売先であります。
役員の兼任等　 有

カリフォルニア・スチール・
インダストリーズ・インク

アメリカ合衆国
カリフォルニア
州フォンタナ

千米ドル
40,000

鉄鋼製品の製造・販売 50.0
当社製品の販売先であります。
役員の兼任等　 有

その他　　22社      

(注) １　※１ 特定子会社に該当する会社であります。

２　※２ 有価証券報告書を提出しております。

３　議決権の所有割合の(　)内の数値は、間接所有割合であり議決権比率の内数であります。

４　関係会社の再編等

ＪＦＥシビル㈱は、ＪＦＥグループ内の建築事業強化を図るため、平成21年４月１日にＪＦＥ工建㈱の

建築事業を事業譲渡により取得いたしました。

ＪＦＥ炉材㈱は、事業規模の拡大、経営基盤の強化や需要先向け安定供給体制の強化等を図るため、平成21年10月１

日に品川白煉瓦㈱と合併し、品川リフラクトリーズ㈱として発足する予定であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(人)

45,090

(注) １　従業員数は就業人員数であり、連結会社以外からの出向者を含み、連結会社以外への出向者、臨時従業員を含んでおり

ません。

２　連結会社以外への出向者数は2,554名であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

14,588 42.7 22.1 8,370

(注) １　従業員数は就業人員数であり、他社からの出向者を含み、他社への出向者、臨時従業員を含んでおりません。

２　他社への出向者数は6,763名であります。

３　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

当社には、ＪＦＥスチール労働組合連合会が組織されており、組合員数は平成21年３月31日現在において

18,907名となっております。ＪＦＥスチール労働組合連合会は、日本基幹産業労働組合連合会に加盟しておりま

す。

なお、その他に労働組合との関係について特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度のわが国経済におきましては、米国発の金融危機に端を発した世界経済の一段の減速や株式

および為替市場の大幅な変動等から、当連結会計年度後半以降、急激に景気後退が進みました。

鋼材需要につきましても、自動車向けをはじめとしたほぼ全ての分野において需要が大幅に減少いたしまし

た。

このような環境のもと、当社グループは第２次中期経営計画の最終年度として、高付加価値商品の販売拡大等

に努めてまいりました。

生産につきましては、当連結会計年度後半以降の国内外の需要減少が大きく影響し、高炉２基を休止するなど

大幅な減産を余儀なくされ、当連結会計年度の粗鋼生産量は2,928万トンと、前連結会計年度に比べ14.6％減少

いたしました。

販売につきましては、販売数量は大幅に減少したものの、販売価格の上昇もあり、売上高は3兆4,233億円と、前

連結会計年度に比べ6.9％の増収となりました。

一方、営業利益および経常利益につきましては、販売価格上昇による売上高の増加ならびに懸命なコスト削減

に努めたものの、原料価格の上昇に加え、当連結会計年度後半における販売数量の減少が大きく影響し、当連結

会計年度の営業利益は4,250億円、経常利益は4,125億円となり、前連結会計年度に比べそれぞれ18.5％、18.9％

の減益となりました。

これに足元の株式市況の下落を受けて547億円の投資有価証券評価損を計上したこと等により、税金等調整前

当期純利益は3,542億円、当期純利益は2,093億円となり、前連結会計年度に比べそれぞれ30.6％、33.5％の減益

となりました。

なお、剰余金の配当として1,000億円を、完全親会社であるジェイ エフ イー ホールディングス㈱へ支払いま

した。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが2,243億円の収

入であったのに対し、投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得を中心として3,069億円の支出で

あったことから、これらを合計した当連結会計年度のフリー・キャッシュ・フローは825億円の支出となりまし

た。財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、社債の償還および配当金の支払等がある一方で、借入

等による収入の増加があり、結果として、1,183億円の収入となりました。以上より、当連結会計年度末の借入金

・社債等の残高は、前連結会計年度末に比べ2,219億円増加し、１兆7,610億円となり、現金及び現金同等物の残

高は、前連結会計年度末に比べ367億円増加し、1,037億円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績(粗鋼生産量)は、次のとおりであります。

 

 粗鋼生産量(千トン) 前期比(％)

連結 29,280 85.4

(うち当社) (26,554) (87.0)

 

(2) 受注実績

当社グループ(当社および連結子会社)の受注実績は特定顧客からの反復循環的な受注が中心であり、かつ(1)

生産実績および(3)販売実績に記載している内容が事業の状況を的確に反映しているため記載を省略しており

ます。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績は、次のとおりであります。

 

区分 金額(百万円) 前期比(％)

鉄鋼事業 3,423,365 106.9

(注)１　主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。
 

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

ＪＦＥ商事㈱ 937,088 29.3 1,044,236 30.5

伊藤忠丸紅鉄鋼㈱ 420,820 13.1 477,706 14.0

２　上表の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(4) その他

原材料価格および販売価格の状況については「１　業績等の概要」、「３　対処すべき課題」および「７　財政

状態及び経営成績の分析」に記載しているため省略しております。

また、需要の急激な減少を受け、生産・販売が減少しており、西日本製鉄所（倉敷地区）の第３高炉は平成21

年１月に、西日本製鉄所（福山地区）の第３高炉は平成21年２月にそれぞれ休止しております。
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３ 【対処すべき課題】

当社を取り巻く事業環境は、世界的な金融危機が実体経済に影響を及ぼしたことにより、昨年秋以降急激に悪化

しております。鉄鉱石、石炭をはじめとする原材料価格は依然高いレベルにあり、また株式・為替市場は大幅な変

動が生じる等、予断を許さない状況にあります。

このような環境のもと、当社グループといたしましては、経費節減や設備投資の圧縮等の緊急コスト削減および

損益分岐点の低減活動に徹底的に取り組んでまいります。また将来の飛躍を図るため、事業環境を見極めながら、

成長戦略に挑戦してまいります。

具体的には次の施策に取り組んでまいります。

まず、中長期的に増大する高級鋼への需要に応えるために、国内での年間粗鋼3,300万トン体制（連結粗鋼3,700

万トン）を確立する為の検討を既に終えており、経済環境の好転時には、迅速に成長と収益向上に結びつけてまい

ります。

加えて、海外での成長機会を捉え、将来の飛躍を図るために、原料立地・鋼材消費立地の一貫製鉄所建設につい

て、常に情報収集と分析を行い、実現可能性と適切な投資タイミングを検討してまいります。

また、これら成長の実現に必要となる、販売体制の構築、お客様満足度向上への取り組みを強化してまいります。

さらにグローバル化に対応した人材育成を図ってまいります。

さらに、全社で最も優れた技術を製鉄所・製造所間で水平展開し、品質向上やリードタイム短縮、歩留り向上、製

造コスト削減、設備安定化等、総合的な製造実力の向上を図ってまいります。

加えて、競争力のある原料の安定調達のために、投資効率を踏まえた資源権益取得や低品質原料の使用拡大を推

進してまいります。

また、当社は、本年４月１日にＪＦＥ技研㈱と合併いたしました。これにより、お客様や社会のニーズを先取りし

た新商品開発をスピードアップすることや、10年先を見据えた革新的なプロセス技術・利用技術の開発および画

期的な新商品開発に注力してまいります。

なお、ＪＦＥ鋼板㈱は亜鉛鍍金鋼板の販売に関して、社内調査の結果独占禁止法違反と見做される行為がありま

したことから、公正取引委員会に自主的に報告するとともに課徴金減免制度の適用申請を行いました。

当社グループは、社会との信頼関係の基本であるコンプライアンスの徹底、環境課題への積極的な取り組み、安

全の確立への取り組みに、グループをあげてさらに真摯な努力を継続し、さらなる発展を図ってまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社はジェイ エフ イー ホールディングス㈱の完全子会社であります。（なお、親会社との取引につきまして

は、「第５経理の状況　１連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　関連当事者情報」に記載しております。）

 

当社および当社の関係会社（以下「当社グループ」）は、銑鋼一貫メーカーとして各種鉄鋼製品の製造・販売

を主力事業とし、鋼材加工製品、原材料等の製造・販売、ならびに運輸業および設備保全・工事等の周辺事業を

行っております。当社グループの事業の収益性は多様な要因により左右され、これらには、経営成績および財務状

況等に影響を及ぼす可能性のある次のようなリスクも含まれております。

 

(1) 当社グループ事業

①経済状況と販売市場環境

当社グループの国内鋼材販売は、建築・土木、自動車、産業機械、電気機械等各需要分野に広がっており、販

売形態も多岐にわたっております。また、これら国内向けに加え、42％程度（当社単独ベース）を海外に輸出

しております。主な輸出先としましては、韓国、中国、アセアン向けが中心となっております。従いまして、国

内の経済状況を背景とした鋼材需要動向とともに、中国や米国、アジア等世界経済の状況を背景とした世界

的な鋼材需要の動向が、当社グループの販売量および価格に影響を及ぼします。

また、当社グループは、各製品市場と地域市場において、競合他社との競争に直面しております。

②鉄鋼原料の需給状況

当社グループは、鋼材の原材料として鉄鉱石、原料炭、合金鉄・非鉄金属・スクラップ等を調達しておりま

す。従いまして、これらの世界的な需給の状況が業績に影響を及ぼします。

③また、収益の変動要因には、下記のような要因が含まれます。

　　・新製品・研究開発の状況

　　・設備投資効果の実現状況

　　・コスト削減の状況

　　・製造設備・システムの安定操業状況

　　・需要家への製品供給に関する状況（品質を含む）

 

(2) 為替レートの変動

当社グループは、為替レートの変動の影響を受けます。外貨建て取引による外貨の受け取り（製品輸出等）と

外貨の支払い（原材料輸入等）で相殺されない部分がある場合、為替レートの変動は、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。当社における外貨建て取引は主としてドル建てで、当期のドル収支はおおよそ21

億ドルの輸入超過であります。なお、為替予約等を利用したヘッジ取引を適宜実施しております。

 

(3) 金利の変動

当社グループは、有利子負債残高が多額であること等により、金利変動の影響を受けます。なお、一部の借入金

について、金利スワップ等を利用したヘッジ取引を実施しております。

 

(4) 法令・公的規制

当社グループは、日本国内および事業展開する各国において、環境、労働・安全衛生、通商・貿易・為替、知的

財産、租税、独占禁止法等の経済法規、建設業法等の事業関連法規、その他関連する様々な法令・公的規制の適用

を受けております。当社グループは、内部統制体制の充実を図りこれら法令・公的規制の遵守に努めております

が、これら規制等を遵守していないと判断された場合、行政処分を課される等により業績等に影響を及ぼす可能

性があります。また、これら法令・公的規制が改正された場合、業績等に影響を及ぼす可能性があります。
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(5) 退職給付債務

当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の

期待運用収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、その影響は累積され、将

来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用および計上される債務に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 保有株式等の価値変動

当社グループが保有している株式等の価値が変動した場合は、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼ

す可能性があります。なお、当連結会計年度末に当社グループが保有する時価のある株式等の取得原価は2,202

億円、連結貸借対照表計上額は1,920億円であります。

 

(7) 固定資産の価値下落

当社グループが保有している固定資産について、時価下落・収益性の低下等に伴い資産価値が低下した場合

は、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8) 環境規制等の影響

当社グループは、地球温暖化防止対策の一環として、日本鉄鋼連盟の自主行動計画に基づき、ＣＯ２排出量の

削減に積極的に取り組んでおりますが、今後わが国においてＣＯ２の総量等に関する規制が導入された場合に

は、当社グループの事業活動が制約を受け、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(9)災害、事故等に起因する事業活動への影響

当社グループの生産設備が大規模な自然災害により被害を受けた場合、または新型インフルエンザが発生し、

急速に感染が拡大した場合には、グループの生産活動に支障をきたし、業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、事故の防止対策には万全を尽くしておりますが、万が一生産設備等の重大事故や重大な労働災害が発生し

た場合には、事業活動が制約を受け、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

なお、現時点では予期できない上記以外の事象の発生により、当社グループの事業活動および業績等が影響を受

ける可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 経営上の重要な契約等（技術に関わる契約を除く）

 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約締結日／契約期間

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

日本アイ・ビー・エム㈱
㈱エクサ

当社、日本アイ・ビー・エム㈱、㈱エク
サの包括的提携と、㈱エクサの事業運
営に関する合弁協定ならびに当社から
日本アイ・ビー・エム㈱への業務委託
契約

平成12年８月31日

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

 
倉敷市、中国電力㈱他
 

岡山県倉敷市における資源循環型廃棄
物処理施設整備運営事業（ＰＦＩ事
業）

平成14年３月15日から平成37
年３月31日まで

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

ヴァーレ（ブラジル）
米国における鉄鋼事業会社カリフォル
ニア・スチール・インダストリーズ・
インクに関する合弁協定

平成７年６月27日

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

丸紅㈱、サハビリヤ・ス
チール・インダストリー
ズ・パブリック・リミ
テッド（タイ） 他

タイにおける電気亜鉛鍍金鋼板の製造
販売会社タイ・コーテッド・スチール
・ シート・カンパニー・リミテッド
に関する合弁協定

平成13年６月11日

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

丸紅㈱、サハビリヤ・ス
チール・インダストリー
ズ・パブリック・リミ
テッド（タイ） 他

タイにおける冷延鋼板の製造販売会社
タイ・コールド・ロールド・スチール
・ シート・パブリック・カンパニー
・リミテッドに関する合弁協定

平成13年７月12日（平成20年
９月30日改訂）（注）

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

広州鋼鉄企業集団有限公
司（中国）

中国における冷延鋼板および溶融亜鉛
鍍金鋼板の製造販売会社広州ＪＦＥ鋼
板有限公司に関する合弁協定

平成15年10月29日（平成19年
７月31日改訂）

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

東国製鋼㈱（韓国）
東国製鋼㈱への追加出資ならびに厚鋼
板に係る業務協力に関する基本合意

平成18年９月25日

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

伊藤忠商事㈱、新日本製
鐵㈱、住友金属工業㈱、㈱
神戸製鋼所、日新製鋼㈱

ブラジルの鉄鉱石生産・販売会社ＮＡ
ＭＩＳＡ社への投資に係わる会社（日
伯鉄鉱石㈱）に関する合弁協定

平成20年10月21日

ＧＯＣカナダ
・コーポレー
ション（カナ
ダ）
(連結子会社)

ドファスコ・インク（カ
ナダ）、ＤＪガルバナイ
ジング・コーポレーショ
ン（カナダ）

カナダにおける溶融亜鉛鍍金鋼板製造
合弁事業ＤＪガルバナイジング・リミ
テッド・パートナーシップに関する合
弁協定

平成４年２月14日(平成15年
７月23日改訂)

（注）平成20年９月30日付改訂の主たる内容は、合弁当事者各社のタイ・コールド・ロールド・スチール・シート・パブリッ

ク・カンパニー・リミテッドへの出資比率の変更であります。

 

(2) 技術に関わる契約

①　技術導入契約

契約会社名 相手方の名称 対象品目 契約期間

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

東洋製罐㈱
東洋鋼鈑㈱

タルク缶胴用ポリエステルフィルム積
層鋼板に関する技術

平成20年１月４日から平成30
年１月３日まで　但し契約更
新条項あり　

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

㈱神戸製鋼所 ダストの還元処理方法に関する技術
平成19年９月６日から関連設
備の操業が恒久的に停止する
まで
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②　技術供与契約

契約会社名 相手方の名称 対象品目 契約期間

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

エスエムエス・シュレー
マン・シーマグ,AG　(ド
イツ)

スラブサイジングプレスに関する技術
平成９年２月14日から対象特
許の満了日まで

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

 
ユニオンスチール(韓国)
 

連続式酸洗・タンデム冷間圧延操業技
術

平成17年５月24日から平成20
年５月23日まで（注）

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

広州ＪＦＥ鋼板有限公司
（中国）

連続酸洗圧延設備および連続焼鈍設備
を含む冷延工場の建設・操業・保全に
関する技術

平成20年６月１日から終了に
合意するまで

水島合金鉄㈱
(連結子会社)

ケートリッジアロイズ
(プロプライタリー)リミ
テッド　（南ア共和国）

中低炭素フェロマンガン製造技術
平成10年６月28日から対象特
許の満了日まで

(注)平成20年５月23日に契約が満了しております。

 

③　その他の技術契約

 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

ティッセン・クルップ・
スチール,AG　(ドイツ)

 
自動車鋼板分野における包括的技術提
携
 

平成14年４月８日から平成24
年４月７日まで

ＪＦＥスチー
ル㈱ (当社)

ドファスコ・インク
(カナダ)

 
自動車鋼板分野における包括的技術提
携
 

平成16年９月17日から平成25
年１月19日まで 
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６ 【研究開発活動】

当社グループ（当社および連結子会社）は、高付加価値商品の拡大と安定した生産体制の確立、さらには、地球

温暖化ガス削減のために、オンリーワン・ナンバーワン新商品の開発、利用・加工技術の開発、生産性や品質を大

幅に向上させるプロセス技術の開発、および省資源・省エネルギーに貢献する商品・技術の開発を積極的に進め

ております。

高付加価値商品開発戦略としては、自動車分野において、ティッセン・クルップ・スチール社との提携と平成17

年８月に開設した「カスタマーズ・ソリューション・ラボ（ＣＳＬ）」を活用し、グローバル展開を睨んだ新商

品・新技術の創出やお客様との共同研究開発を積極的に進めております。鋼構造材料分野においては、平成17年11

月に開設し、さらに平成19年12月に薄板建材エリアを新設した「鋼構造ソリューションセンター(ＴＨｉＮＫ Ｓ

ＭＡＲＴ)」を活用し、社会基盤用の各種鋼材、施工方法、加工技術等の開発スピードを加速しております。省資源

・省エネルギー対応としては、安価原料の活用や、将来の抜本的なエネルギー効率改善に向けた技術開発にも取り

組んでおります。

当連結会計年度の主な成果としましては、自動車用途向けに、プレス成形性に優れた高潤滑性合金化溶融亜鉛鍍

金鋼板「ＪＡＺ」の適用拡大を進めており、中国の広州ＪＦＥ鋼板有限公司に加え、ティッセン・クルップ・ス

チール社に製造技術を供与し、グローバルな生産体制を確立しました。また、当社独自の連続焼鈍過程での水冷プ

ロセスを活用した高強度冷延ハイテンの適用拡大を進めており、冷間成形加工によるバンパーリンフォースメン

トの強度としては世界最高レベルとなる１３２０ＭＰａ（メガパスカル）級の超高強度冷延ハイテンを実用化し

ました。また、自動車骨格構造部材に世界で初めて９８０ＭＰａ級電縫鋼管をフロントピラー用リンフォースメン

トとして実用化し、ピラーのスリム化を通した自動車の衝突安全性を確保した上での前方視界の向上を実現させ

ました。さらに、機械構造用炭素鋼の熱延鋼板として、高い板厚精度と優れた加工性を兼ね備える「スーパーホッ

ト－Ｆ」を開発しました。家電・ＯＡ向けにおいては、環境調和型クロメートフリー高機能化成処理鋼板「ＪＦＥ

エクセルジンクＪＮ」が、平成19年度の大河内記念技術賞の受賞に引き続き、平成20年度全国発明表彰「文部科学

大臣発明賞」を受賞しました。厚板分野においては、厚板オンライン熱処理設備（ＨＯＰ）適用商品の開発・拡販

を進めており、ＨＯＰを適用した高張力鋼板がＬＰＧ用球形ガスタンク向けに世界で初めて採用されました。ＨＯ

Ｐは第６回（平成20年度）新機械振興賞経済産業大臣賞を、鉄鋼業としては初めて受賞しました。利用技術として

は、鉄骨などの鋼構造物の組み立て溶接用には、施工コストを大幅に削減することが可能な、溶接施工性に優れた

高能率狭開先アーク溶接技術（Ｊ－ＳＴＡＲ　Ｗｅｌｄｉｎｇ）を実用化しました。形鋼分野においては、当社の

開発した「ＪグリップＨ」は、Ｈ形鋼のフランジ内面に突起を設けることにより剛性と耐力を高め、鉄筋コンク

リート製の地中連続壁工法に取り入れられ、実用化されました。ステンレス分野では、高耐食フェライト系ステン

レス鋼「ＪＦＥ４４３ＣＴ」は、ニッケル・モリブデンを添加せずにＳＵＳ３０４と同等の高耐食を実現した技

術と省資源への貢献が高く評価され、第40回（平成20年）市村産業賞功績賞を受賞しました。プロセス分野では、

リサイクル資源であるスクラップを高いエネルギー効率で再資源化する高機能シャフト炉を京浜地区に導入する

とともに、低還元材比操業技術に積極的に取り組み、ＣＯ２削減を推進しています。また、高効率の低りん鋼製造技

術を確立しました。

当連結会計年度における連結ベースの研究開発費は、36,114百万円であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度における売上高は、３兆4,233億円となり、前連結会計年度に比べ2,200億円（6.9％）の増収

となりました。営業利益は4,250億円、経常利益は4,125億円と前連結会計年度に比べそれぞれ967億円

（18.5％）、964億円（18.9％）の減益となりました。これは、販売価格上昇による売上高の増加ならびに懸命な

コスト削減に努めたものの、原料価格の上昇に加え、当連結会計年度後半における販売数量の減少が大きく影響

したことによるものであります。

特別損益につきましては、足元の株式市況の下落を受けて投資有価証券評価損を計上したこと等により583億

円の損失となり、前連結会計年度に比べ598億円悪化いたしました。

以上より、当連結会計年度の当期純利益は2,093億円となりました。

 

(2) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、2,243億円の

収入となり、税金等調整前当期純利益の減少等により前連結会計年度に比べ1,875億円の減収となりました。こ

れに対し、投資活動によるキャッシュ・フローは、3,069億円の支出となり、固定資産の取得による支出が増加し

たこと等により、前連結会計年度に比べ497億円支出が増加しました。これらを合計した当連結会計年度のフ

リー・キャッシュ・フローは825億円の支出となり、前連結会計年度に比べ2,370億円の減収となりました。財務

活動によるキャッシュ・フローにつきましては社債の償還および配当金の支払等がある一方で、借入等による

収入の増加があり、結果として、1,183億円の収入となり、前連結会計年度に比べ2,688億円の増収となりました。

これはフリー・キャッシュ・フローが前連結会計年度に比べ2,370億円減少したこと等によるものであります。

以上より、当連結会計年度末の借入金・社債等の残高は、前連結会計年度末に比べ2,219億円増加し、１兆

7,610億円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社および連結子会社）の設備投資は、高級鋼の生産能力増強、老朽更新、合理化等に重点をお

いて実施しております。当連結会計年度における設備投資総額は、2,736億円であります。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は次のとおりであります。

(1) 提出会社

平成21年３月31日現在

事業所名
(所在地)

 
設備の
主な内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他有形
固定資産

無形固定
資産

合計

東日本製鉄所（千葉地区）

(千葉市中央区)
 
鉄鋼製品

製造設備
80,588104,032

64,049
(8,279)

7,019 7,049262,7392,723

東日本製鉄所（京浜地区）

(川崎市川崎区)
 
鉄鋼製品

製造設備
78,61794,274

95,517
(7,020)

10,0899,602288,1012,011

西日本製鉄所（倉敷地区）

(岡山県倉敷市)
 
鉄鋼製品

製造設備
49,773158,979

33,989
(11,332)

14,69710,151267,5913,304

西日本製鉄所（福山地区）

(広島県福山市)
 
鉄鋼製品

製造設備
63,295192,017

73,247
(14,289)

16,6378,675353,8743,823

知多製造所

(愛知県半田市)
 
鉄鋼製品

製造設備
8,62835,020

12,952

(1,913)
1,471 1,89659,970 822

本社(東京都千代田区)他  
その他の

設備
3,126 59

38,814

(491)
22,08111,64375,7251,905

計  ― 284,031584,384
318,570

(43,326)
71,99749,0191,308,00214,588

(注) １　金額には消費税等を含んでおりません。

２　帳簿価額のうちその他有形固定資産は、「工具、器具及び備品」、「リース資産」および「建設仮勘定」の合計額であ

ります。

３　東日本製鉄所(千葉地区)・(京浜地区)、西日本製鉄所(倉敷地区)・(福山地区)、知多製造所の帳簿価額にはスチール

研究所を含んでおります。スチール研究所の従業員については、本社他に含んでおります。

 

なお、西日本製鉄所（倉敷地区）の第３高炉は平成21年１月に、西日本製鉄所（福山地区）の第３高炉は平成21

年２月にそれぞれ休止しております。
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(2) 国内子会社

平成21年３月31日現在

会社名
主要な
事業所名
(所在地)

 
設備の
主な内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他有形
固定資産

無形固定
資産

合計

ＪＦＥ条鋼㈱
仙台製造所
(仙台市宮城野区)
他

 
鉄鋼製品
製造設備

34,18147,244
68,972
(1,786)

3,1412,769156,309982 

ＪＦＥ物流㈱
市川営業所
(千葉県市川市)他

 倉庫等 15,5493,633
23,236
(571)

3,6401,81947,8802,002 

ダイワ
スチール㈱

水島事業所
(岡山県倉敷市)他

 
鉄鋼製品
製造設備

5,74211,070
6,987
(131)

1,228 258 25,287 332 

ＪＦＥケミカ
ル㈱

西日本製造所
(岡山県笠岡市他)
他

 
石炭化学製品
製造設備

5,2419,350
4,024
(882)

2,900 183 21,700 714 

ＪＦＥミネラ
ル㈱

福山製造所
(広島県福山市)他

 
スラグ砕石
製造設備等

4,33913,479
1,545
(2,196)

698 319 20,382 791 

ＪＦＥ建材㈱
熊谷工場
(埼玉県熊谷市)他

 
金属製品
製造設備

3,0562,290
12,588
(607)

324 1,00619,266 585 

ＪＦＥコンテ
イナー(株)

堺工場
(堺市堺区)他

 
金属製品
製造設備

814 2,116
8,976
(188)

57 359 12,323 254 

(注) １　金額には消費税等を含んでおりません。

２　帳簿価額のうちその他有形固定資産は、「工具、器具及び備品」、「リース資産」および「建設仮勘定」の合計額であ

ります。

 

(3) 在外子会社

記載すべき主要な設備はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループ（当社および連結子会社）の当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・改修・拡充）は

1,897億円であり、主要な工事は次のとおりであります。

 

会社名 事業所 工　事　名 工　期
投資額

（億円）

ＪＦＥスチール㈱ 西日本製鉄所

（倉敷地区）

第３高炉改修工事 平成21年10月

　　　～平成22年４月

300

 

その他については少額の補強工事、小口の設備投資案件等の積み上げとなっております。

 

(注) １　上記の設備投資計画に要する資金は、自己資金および借入金等により充当する予定であります。

２　金額には消費税等を含んでおりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,100,000,000

計 2,100,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 539,170,000539,170,000―
当社は単元株制度を採用して
いないため、単元株式数はあ
りません。

計 539,170,000539,170,000― ―

（注）株式の譲渡制限につき定款に下記の定めがあります。

　　　　「当会社の株式の譲渡による取得は、取締役会の承認を要する。」

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年２月１日(注) 12,900 539,170 ― 239,644 17,302 390,021

　(注) 株式交換による増加であります。
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(5) 【所有者別状況】

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数
(千株)

― ― ― 539,170 ― ― ― 539,170 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―

 

 

(6) 【大株主の状況】

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ジェイ エフ イー 
ホールディングス㈱

東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 539,170 100.00

計  539,170 100.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

539,170,000
539,170,000 ―

発行済株式総数 539,170,000― ―

総株主の議決権 ― 539,170,000 ―

 

② 【自己株式等】

　　　該当事項はありません。

 

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 該当事項はありません。
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社の利益配当は、配当の回数についての基本的な方針は定めておりませんが、経営基盤強化のための内部留保

との調和を図りつつ、業績動向を勘案し、完全親会社であるジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱と協議の上、適

宜実施してまいります。

また、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、中間配当の決定機

関は取締役会、中間配当を除く剰余金の配当の決定機関は株主総会であります。

なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであり、上記の方針に基づき実施しております。

 

　　　　　　平成20年12月25日付けの会社法第319条第１項の規定による株主総会の決議

　　　　　　　配当金の総額　100,000百万円　１株当たり配当額185円47銭

 

 

 

４ 【株価の推移】

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんでしたので、該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

代表取締役
社長

― 馬　田　　　一 昭和23年10月７日生

昭和48年４月

平成７年７月

平成９年７月

平成11年７月

平成12年６月

平成15年４月

平成17年４月

(主な兼職)

平成17年６月

 

平成21年４月

川崎製鉄株式会社入社

同社鉄鋼企画部企画室長

同社鉄鋼企画部長

同社経営企画部長

同社取締役

当社専務執行役員

当社代表取締役社長(現在に至る)

 

ジェイ　エフ　イー　ホールディングス株式

会社取締役

同社代表取締役

(注２) ―

代表取締役 ― 石　川　良　雄 昭和22年２月18日生

昭和45年４月

平成６年４月

平成８年７月

平成９年４月

平成12年４月

平成15年４月

平成17年４月

日本鋼管株式会社入社

同社薄板営業部調整室長

同社鋼材輸出部長

同社名古屋支社長

同社執行役員常務

当社専務執行役員

当社代表取締役(現在に至る)

(注２) ―

代表取締役 ― 林　田　英　治 昭和25年７月６日生

昭和48年４月

平成９年７月

平成10年７月

平成11年７月

平成14年９月

 

平成17年４月

平成20年６月

平成21年４月

 

平成21年６月

川崎製鉄株式会社入社

同社鉄鋼企画部企画室主査

同社経営企画部海外事業管理室長

同社経理部長

ジェイ　エフ　イー　ホールディングス株式

会社常務執行役員

同社専務執行役員

同社代表取締役専務執行役員

同社取締役

当社代表取締役(現在に至る)

ジェイ　エフ　イー　ホールディングス株式

会社取締役退任

(注２) ―

代表取締役
西日本製鉄
所長

野　村　　　寛 昭和26年１月７日生

昭和50年４月

平成９年７月

平成10年７月

平成11年７月

平成13年７月

平成15年４月

平成18年４月

平成21年４月

川崎製鉄株式会社入社

同社千葉製鉄所製鋼部製鋼技術室長

同社水島製鉄所製鋼部製鋼技術室長

同社水島製鉄所製鋼部長

同社水島製鉄所企画部長

当社常務執行役員

当社専務執行役員

当社代表取締役(現在に至る)

(注２) ―

取締役 ― 若　林　公　平 昭和24年４月27日生

昭和47年４月

平成８年７月

平成10年７月

平成13年６月

平成15年４月

平成16年４月

平成19年４月

平成21年４月

（主な兼職）

平成21年４月

 

平成21年６月

川崎製鉄株式会社入社

同社財務部資金室長

同社財務部長

同社取締役

当社常務執行役員

当社専務執行役員

当社代表取締役

当社取締役(現在に至る)

 

ジェイ　エフ　イー　ホールディングス株式

会社執行役員副社長

ジェイ　エフ　イー　ホールディングス株式

会社代表取締役

(注２) ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有
株式数
(株)

監査役
(常勤)

― 芝　田　　　誠 昭和26年11月28日生

昭和49年４月

平成９年４月

平成11年４月

平成12年４月

平成14年５月

平成15年４月

平成18年４月

平成19年４月

日本鋼管株式会社入社

同社薄板営業部調整室長

同社鉄鋼総括部営業総括室長

同社鉄鋼総括部長

同社営業総括部長

当社常務執行役員

当社専務執行役員

当社監査役(常勤)(現在に至る)

(注３) ―

監査役
(常勤)

― 池　田　浩　一 昭和27年２月11日生

昭和50年４月

平成９年７月

平成11年４月

平成14年４月

平成16年４月

 

平成17年４月

平成21年４月

株式会社第一勧業銀行入行

同社人事部副部長兼人材開発室長

同社秘書役兼秘書室長

株式会社みずほコーポレート銀行執行役員

株式会社みずほフィナンシャルグループ常

務執行役員

みずほ総合研究所株式会社専務執行役員

当社監査役(常勤)(現在に至る)

(注４) ―

監査役 ― 北　田　豊　文 昭和19年２月23日生

昭和43年４月

平成元年４月

平成２年７月

平成５年７月

平成６年７月

平成10年４月

平成10年６月

平成12年４月

平成13年４月

平成15年４月

平成19年４月

平成20年４月

日本鋼管株式会社入社

同社技術開発本部研究総務部調整室長

同社技術開発本部人事室長

同社技術開発本部基盤技術研究所副所長

同社技術開発本部基盤技術研究所長

同社技術開発本部総合材料研究所長

同社取締役

同社執行役員常務

同社執行役員専務

JFE技研株式会社代表取締役社長

当社監査役(非常勤)(現在に至る)

JFE技研株式会社代表取締役社長退任

(注３) ―

計 ―

(注１)監査役池田浩一および北田豊文は社外監査役であります。

(注２)平成21年６月８日開催の定時株主総会から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終

結の時までであります。

(注３)平成19年４月１日の選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであ

ります。

(注４)平成21年４月１日の選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであ

ります。
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(執行役員の状況)

当社では、経営意思決定と業務執行の分離による権限・責任の明確化および決定・執行の迅速化を実現するた
め、執行役員制度を導入しております。提出日現在の執行役員の状況は以下のとおりであります。

役名 氏名 担当

社長 馬　田　　　一 ＣＥＯ

執行役員副社長 石　川　良　雄
建材センター、大阪支社、ＩＴ改革推進、営業総括、物流総括、各セクター部、

鋼材営業統括

執行役員副社長 林　田　英　治
総務、法務、不動産、蘇我臨海開発、経営企画、広州プロジェクト推進、技術協

力、関連企業、経理、監査、労政人事、組織人事、人権啓発統括

執行役員副社長 野　村　　　寛
東日本製鉄所、知多製造所、原料、資材、資源循環推進統括、西日本製鉄所長、

ソーラーシリコン事業部、安全衛生担当

専務執行役員 安　岡　秀　憲 西日本製鉄所副所長

専務執行役員 矢　島　　　勉
電磁鋼板セクター長、電機鋼板営業、熱延鋼材輸出、冷延鋼材輸出、エネル

ギー鋼材輸出担当

専務執行役員 関　田　貴　司 知的財産部、環境管理部、技術企画部統括、スチール研究所長

専務執行役員 弓　場　　　勉
形鋼・スパイラルセクター長、建材センター長、ステンレス・特殊鋼営業担

当

専務執行役員 小　俣　一　夫 東日本製鉄所長

専務執行役員 相　川　　　貢 厚板セクター長、厚板営業、鋼管営業、鉄粉営業担当

専務執行役員 中　西　敏　修 西日本製鉄所副所長

専務執行役員 藤　井　善　英 原料、資材担当

常務執行役員 冨　田　省　吾 スチール研究所副所長

常務執行役員 小　野　定　男 ＩＴ改革推進、営業総括、物流総括担当

常務執行役員 廣　畑　和　宏 スチール研究所副所長

常務執行役員 松　田　　　明 鉄粉セクター長、東日本製鉄所副所長

常務執行役員 柿　木　厚　司 総務、法務、労政人事、組織人事、人権啓発担当

常務執行役員 織　田　直　祐 薄板セクター長、薄板営業、自動車鋼材営業担当

常務執行役員 黒　川　　　康 経理、監査担当

常務執行役員 丹　村　洋　一 東日本製鉄所副所長

常務執行役員 守　安　　　進 棒線セクター長、大阪支社長、棒線営業担当

常務執行役員 川　田　　　仁 西日本製鉄所副所長

常務執行役員 岡　　　　　弘 鋼管セクター長、知多製造所長

常務執行役員 西　崎　　　宏 知的財産、環境管理、技術企画、スラグ事業推進、資源リサイクル担当

常務執行役員 西　村　博　文 ステンレスセクター長、東日本製鉄所副所長

常務執行役員 小　倉　　　滋 経営企画、広州プロジェクト推進、技術協力担当

常務執行役員 津　山　青　史 スチール研究所副所長

常務執行役員 塩　川　栄　一 不動産、蘇我臨海開発、第１関連企業、第２関連企業担当

計 28名  
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社および当社グループは、ＪＦＥグループとしての一元的なガバナンスの下、経営の透明性・健全性およ

び効率性を高め、競争力強化と収益力の拡大による企業価値の向上を実現するため、コーポレート・ガバナン

スの充実を図っております。

 

　② 経営体制及び内部統制体制の関係図

 

　③ 経営体制・内部統制体制

a．会社の機関

当社および当社グループを構成する各社は、監査役制度を採用しております。当連結会計年度末現在におけ

る当社の取締役は５名、監査役は４名（うち社外監査役２名）であります。なお、本年４月に開催された臨時

株主総会において、監査役は３名（うち社外監査役２名）の体制となっております。当社の事業に精通した取

締役が取締役会を構成することにより、業務執行に対する適切な監督機能を発揮するとともに経営効率の維

持・向上に努めており、社外監査役を含む監査役会が、経営を監視し、その健全性強化に努めております。

また、当社では、経営意思決定と業務執行の分離による権限・責任の明確化、および執行の迅速化を実現す

るため、執行役員制を採用しております。
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ｂ．重要事項の決定

当社および当社グループの重要事項につきましては、社内規程により明確な決定手続きを定めております。

また、ＪＦＥグループとしての経営に関わる重要事項につきましては、ジェイ エフ イー ホールディングス

㈱におきまして、最終的に審議・決定を行う体制としております。

具体的には、当社では、自社および傘下グループ会社の重要事項につき、ジェイ エフ イー ホールディング

ス㈱では、自社、事業会社およびグループ会社の重要事項につき、経営会議等での審議、取締役会での決定を

行っております。当社およびジェイ エフ イー ホールディングス㈱では、経営会議を２回程度/月開催、取締

役会を１～２回/月開催しております。

当社における経営会議（議長：社長／事務局：経営企画部）は、取締役全員と主要な執行役員で構成され、

監査役が出席しております。

当社におきましては、品種ごとの戦略策定と収益管理の一元化による最適な品種・事業運営を狙いとしま

して、品種セクター制を採用しております。また、ＪＦＥグループ共通の技術開発、ＩＴの課題につきまして

は、グループ横断会議体を設けて審議しております。
 

ｃ．内部統制・リスク管理体制等

リスク管理体制を含む当社の内部統制に関する体制につきましては、下記「内部統制体制構築の基本方

針」に従って、取締役会規則、経営会議規程、ＣＳＲ会議規程、コンプライアンス委員会規程、各種会議規程、組

織・業務規程、および文書等保存管理規程を制定すること、ならびに企業倫理ホットラインを設置すること等

により整備されております。

（内部統制体制構築の基本方針）

当社の企業理念、行動規範および企業行動指針ならびに定款、取締役会規則等をはじめとする、業務遂行に

関わるすべての規範、規程、規則、指針、運用細則等（以下「諸規程・規則」）は包括的一体として、当社の内

部統制体制を構成するものである。従い、当取締役会として、諸規程・規則が遵守されるよう図るとともに、企

業活動に関わる法令変更あるいは社会環境の変化に従い、更に業務の効率性の観点において、当社の体制およ

び諸規程・規則について適宜の見直し、修正が行われることにより、上記法令の目的・趣旨が実現されるよう

努めるものとする。

１. 会社法第362条第４項第６号および会社法施行規則第100条第１項各号に掲げる体制

　（１）取締役および使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　（ア）当社および当社グループ会社の経営に関わる重要事項は、関連規程に従い、経営会議の方針審議

を経て、取締役会または経営会議で決定する。なお、重要な投資案件については、関連規程に則

り、所定の事業投融資審査または設備投資審査を経たのち経営会議に付議する。

　（イ）業務執行は、代表取締役社長のもと執行役員により、各部門の組織権限・業務規程に則り、行われ

る。

　（ウ）代表取締役社長のもとＣＳＲ会議を置き、同会議を構成するものとして、必要な委員会、部会を設

置する。各部会単位で、それぞれの業務執行の有効性・効率性の確保および倫理法令遵守の観点

から、適宜、ルールやリスク対応方針等を検討、整備する。更に、法令部会において、法令の制定、

変更等をフォローし、諸規程・規則への反映を検討する。

　（エ）内部監査部門が、業務執行の有効性・効率性および倫理法令遵守状況について監査する。

 

　（２）取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会等の会議体における実質的、効率的審議を図ることのほか、ＣＳＲ会議部会において業

務執行の有効性・効率性の観点からの検討、ルール見直しを継続的に行う。更に、内部監査部門が、

倫理法令遵守状況に加え、業務執行の有効性・効率性について監査する。
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　（３）取締役の職務執行に関わる情報の保存および管理に関する体制

取締役会規則、経営会議規程、文書等保存管理規程、秘密情報管理規程、情報セキュリティ管理規

程その他情報の保存、管理に関わる規程または規定が包括的に、本体制を構成する。

 

　（４）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営に関わるリスクについては、当社各部門の業務執行において、担当執行役員等がリスク管理

上の課題を洗い出すことに努め、個別の重要なリスク課題については、必要な都度、経営会議等で

審議する。また、ＣＳＲ会議の部会において、社内横断的に当社事業に関わるリスク洗出し、対応方

針の協議、検討を継続的に行うものとする。

災害、事故等に関わるリスクについては、全社防災規程等に基づく対応を原則とし、必要に応じ、

経営会議等で個別の対策、対応あるいは規程の見直しを審議する。

　

　（５）当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

当社はジェイ エフ イー ホールディングス㈱の完全子会社であり、親会社が保持するＪＦＥグ

ループとしての、倫理法令遵守、リスク管理、財務報告・情報開示等の体制のなかに、当社および当

社傘下グループ会社それぞれの体制が組み込まれることにより、企業集団としての体制が構築さ

れている。そのようなグループの体制として、一定の重要事項は親会社の機関決定までの手順が義

務付けられていること、倫理法令遵守につき親会社が設置するグループ・コンプライアンス委員

会のもと各傘下会社の同種委員会その他の遵守体制が組み込まれていること、財務報告・情報開

示につきグループとしての検討委員会が設置されていること、等がある。

 

２. 会社法施行規則第100条第３項各号に掲げる体制

　（１）監査役の職務を補助する使用人に関する事項

　　　　監査役の職務を補助する使用人を監査役事務局に置く。

　（２）監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　　　　当該使用人の人事については、監査役と協議する。

　（３）監査役への報告に関する体制

　（ア）監査役は、取締役会、経営会議およびその他の重要な会議に出席し、報告を受ける。

　（イ）取締役、執行役員および使用人は、必要に応じまたは監査役会、監査役の要請に応じ、監査役会、監

査役に対して職務の執行状況を報告する。

　（４）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　（ア）監査役は、監査役会規則、監査役監査規程等を定め、組織的かつ実効的な監査体制を構築する。

　（イ）取締役、執行役員および使用人は、監査役の監査に必要な重要書類の閲覧、実地調査、取締役等と

の意見交換、子会社調査、子会社監査役との連携等の監査役の活動が円滑に行われるよう、監査

環境の整備に協力する。

　（ウ）監査役は、会計監査人、内部監査部署の監査結果について適宜報告を受け、それぞれと緊密な連携

を図る。

 

ｄ．内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

内部監査については、監査部（９名、平成21年３月末日現在）が、グループ会社も含め、業務運営に対する監

査を定例的に実施するとともに、社長特命による監査を実施しております。また、ジェイ エフ イー ホール

ディングス㈱およびグループ会社の内部監査組織との情報交換等を通じてグループ全体の内部監査体制の充

実を図っております。
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監査役監査については、社外監査役２名を含む監査役４名の体制（平成21年３月末日現在）で監査役会を

組織し、取締役会および経営会議その他の重要会議に出席するほか、定例的に取締役等から業務報告を聴取

し、必要に応じグループ会社から事業の報告を受ける等により、取締役の職務の執行を監査しております。ま

た、ジェイ エフ イー ホールディングス㈱およびグループ会社の監査役と相互に情報交換を行い、連携を

図っております。なお、本年４月に開催された臨時株主総会において、監査役は３名（うち社外監査役２名）

の体制となっております。

会計監査については、新日本有限責任監査法人を選任しております。業務を執行した公認会計士の氏名、所

属する監査法人および継続監査年数は次のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

指定有限責任社員

業務執行社員
氏原修一 新日本有限責任監査法人 －

指定有限責任社員

業務執行社員
阿部修二 新日本有限責任監査法人 －

指定有限責任社員

業務執行社員
市之瀬申 新日本有限責任監査法人 －

指定有限責任社員

業務執行社員
中村裕輔 新日本有限責任監査法人 －

（注）１　継続監査年数については、７年以内の場合は記載を省略しております。

２　監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には公認会計

士およびその他の補助者等を主たる構成員とし、システム専門家等も加えて構成されております。

監査部、監査役および会計監査人は、監査計画、監査結果の報告等の定期的な打合せを含め、必要に応じ随時

情報交換を行い相互の連携を図っております。
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ｅ．会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係

　　　　　当連結会計年度末における社外監査役は２名であり、当社との関係は以下のとおりであります。
　（平成21年３月31日現在）

区分 氏名 関係会社等での役職 関係会社等と当社との関係

社外監査役 塩谷　愼 （当社との間に特別の利害関係はありません）

北田　豊文 （当社との間に特別の利害関係はありません）

 
　　　　　報告書提出日現在における社外監査役は２名であり、当社との関係は以下のとおりであります。

　（平成21年６月25日現在）

区分 氏名 関係会社等での役職 関係会社等と当社との関係

社外監査役 池田　浩一 ＪＦＥエンジニアリング㈱監査役 ＪＦＥグループ事業会社

ＪＦＥ条鋼㈱監査役 当社の子会社

北田　豊文 （当社との間に特別の利害関係はありません）

 

 

　④ コンプライアンス体制

当社および当社グループは、社会を構成する一員としての企業の責任を自覚し、よりよい社会の構築に向けた

企業の社会的責任（ＣＳＲ）を経営の根幹に据え、その取り組みを一層強化しております。

ＪＦＥグループでは、平成17年10月、ジェイ エフ イー ホールディングス㈱に「ＪＦＥグループＣＳＲ会

議」（議長：ジェイ エフ イー ホールディングス社長、１回/３ヶ月程度の開催予定）を設置し、コンプライア

ンス、環境、人事労働、安全・防災、社会貢献等多岐にわたる範囲を対象としまして、ＪＦＥグループ全体のＣＳ

Ｒへの取り組みを監督・指導する体制を強化することとしました。当社におきましても、平成17年４月にＣＳＲ

室を設置したことに続きまして、平成17年７月に「ＣＳＲ会議」（議長：社長）を設置いたしました。「ＣＳＲ

会議」の中に、コンプライアンス、地球環境、リスクマネジメントの３委員会、安全・防災、顧客満足、社会貢献等

８部会を設けまして、対象分野ごとの積極的な活動を展開するとともに、グループ会社を含めＣＳＲ意識の浸透

を図る活動を進めております。なお、ＣＳＲの最も基礎的な分野と認識するコンプライアンスにつきましては、

グループの基本方針や重要事項の審議、実践状況の監督を目的としまして「コンプライアンス委員会」を設置

し（委員長：社長、１回/３ヶ月程度の開催実績）、コンプライアンスに沿った事業活動を推進・監督する体制

を整備しております。

また、コンプライアンスに関わる重要情報が現場から経営トップに直接伝わる制度（企業倫理ホットライ

ン）を導入しております。

なお、当社は、平成17年２月から、コンプライアンス面を含めました環境に対する取り組みを強化するため、本

社および製鉄所それぞれに、独立した環境管理部組織を設置するとともに、内部監査部門による環境監査の体制

も整備いたしました。
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　⑤ 取締役・監査役報酬等の内容(単独)

 区　分 報酬等の額(千円) 

 　取締役 443,918 

 　（うち、社外取締役） （－）  

 　監査役 131,418 

(注) 報酬等の額には、平成21年６月８日開催の定時株主総会において承認されました「役員賞与支給

の件」に基づく取締役賞与金98,840千円および監査役賞与金19,120千円がそれぞれ含まれており

ます。

 

　⑥ 取締役の定数及び取締役選任の決議要件

当社は、定款において取締役12名以内を置くこととしており、取締役の選任については議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席することを要し累積投票によらないこととしており

ます。

 

　⑦ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることと定めた事項

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、毎年12月31日を基準日として会社

法第454条第５項の規定による剰余金の配当をすることができる旨、定款に定めております。

 

　⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項の規定によるものとされる株主総会の決

議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の

２以上をもってこれを行う旨、定款に定めております。

 

 

(2) 【監査報酬の内容等】

　①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】　　　　　　　

区　分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基

づく報酬（千円）

非監査業務に基づ

く報酬（千円）

監査証明業務に基

づく報酬（千円）

非監査業務に基づ

く報酬（千円）

提出会社 ― ― 75,000 ―

連結子会社 ― ― 283,507 8,620

計 ― ― 358,507 8,620

 

　②【その他重要な報酬の内容】

当連結会計年度における、当社および当社の連結子会社が、アーンスト・アンド・ヤング・ネットワーク

に属する監査法人（新日本有限責任監査法人を除く）に支払うべき報酬の額

監査証明業務に基づく報酬 12,359　千円

非監査業務に基づく報酬  6,621　千円

計 18,980　千円

　③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。
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　④【監査報酬の決定方針】

　 会社の規模・特性、監査日数等を勘案した上で、監査法人と協議の上、監査報酬を決定してお

 ります。　　
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３

月31日まで)の連結財務諸表および前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の財務諸表につい

ては、新日本監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の連結財

務諸表および当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の財務諸表については、新日本有限責任

監査法人により監査を受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人か

ら名称変更しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 24,911 36,845

受取手形及び売掛金 460,433 418,061

たな卸資産 576,704 －

商品及び製品 － 236,973

仕掛品 － 40,025

原材料及び貯蔵品 － 400,984

その他 166,336 174,381

貸倒引当金 △912 △669

流動資産合計 1,227,473 1,306,603

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 417,738 403,083

機械装置及び運搬具（純額） 714,770 723,887

土地 ※3
 483,757

※3
 477,428

建設仮勘定 69,500 71,910

その他（純額） 21,748 32,286

有形固定資産合計 ※1, ※4
 1,707,514

※1, ※4
 1,708,596

無形固定資産 ※4
 63,671

※4
 61,965

投資その他の資産

投資有価証券 ※2, ※3, ※4
 525,470

※2, ※3, ※4
 390,377

繰延税金資産 － 73,018

その他 119,688 93,099

貸倒引当金 △2,669 △2,054

投資その他の資産合計 642,490 554,442

固定資産合計 2,413,676 2,325,004

繰延資産 82 63

資産合計 3,641,232 3,631,671

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 369,209 252,804

短期借入金 800,024 412,236

1年内償還予定の社債 40,000 40,000

未払法人住民税等 40,589 －

その他 363,291 308,965

流動負債合計 1,613,115 1,014,006

固定負債

社債 60,000 20,000

長期借入金 639,095 1,288,785
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(単位：百万円)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

再評価に係る繰延税金負債 ※3
 14,434

※3
 14,366

退職給付引当金 122,766 112,699

特別修繕引当金 40,334 41,778

その他 45,133 50,215

固定負債合計 921,765 1,527,845

負債合計 2,534,880 2,541,852

純資産の部

株主資本

資本金 239,644 239,644

資本剰余金 383,146 383,146

利益剰余金 398,926 488,764

株主資本合計 1,021,717 1,111,555

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 57,039 △21,964

繰延ヘッジ損益 △459 △38

土地再評価差額金 ※3
 5,658

※3
 14,755

為替換算調整勘定 △13,019 △48,286

評価・換算差額等合計 49,219 △55,534

少数株主持分 ※3
 35,415

※3
 33,797

純資産合計 1,106,351 1,089,819

負債純資産合計 3,641,232 3,631,671
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高 3,203,342 3,423,365

売上原価 ※1
 2,420,206

※1
 2,750,888

売上総利益 783,135 672,476

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 261,405

※1, ※2
 247,390

営業利益 521,730 425,085

営業外収益

受取利息 2,145 1,575

受取配当金 6,967 8,133

持分法による投資利益 19,651 15,935

受取賃貸料 7,679 7,827

たな卸資産関係益 9,125 12,955

その他 11,177 7,794

営業外収益合計 56,746 54,221

営業外費用

支払利息 19,518 24,604

固定資産除却損 13,950 17,650

為替差損 18,947 －

その他 17,159 24,460

営業外費用合計 69,576 66,715

経常利益 508,900 412,591

特別利益

固定資産売却益 ※3
 2,009 －

投資有価証券売却益 － 13,784

関係会社株式売却益 5,055 3,315

特別利益合計 7,065 17,099

特別損失

減損損失 ※4
 1,759

※4
 20,685

投資有価証券評価損 － 54,766

関係会社整理損 ※5
 3,782 －

特別損失合計 5,542 75,451

税金等調整前当期純利益 510,423 354,239

法人税、住民税及び事業税 177,242 133,978

法人税等調整額 15,263 9,793

法人税等合計 192,506 143,772

少数株主利益 3,126 1,072

当期純利益 314,790 209,395
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 239,644 239,644

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 239,644 239,644

資本剰余金

前期末残高 383,146 383,146

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 383,146 383,146

利益剰余金

前期末残高 374,050 398,926

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △10,507

当期変動額

剰余金の配当 △289,374 △100,000

当期純利益 314,790 209,395

タイ国関係会社の資産再評価益取崩 △604 －

土地再評価差額金の取崩 63 △9,049

当期変動額合計 24,875 100,345

当期末残高 398,926 488,764

株主資本合計

前期末残高 996,841 1,021,717

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △10,507

当期変動額

剰余金の配当 △289,374 △100,000

当期純利益 314,790 209,395

タイ国関係会社の資産再評価益取崩 △604 －

土地再評価差額金の取崩 63 △9,049

当期変動額合計 24,875 100,345

当期末残高 1,021,717 1,111,555
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 110,178 57,039

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△53,139 △79,003

当期変動額合計 △53,139 △79,003

当期末残高 57,039 △21,964

繰延ヘッジ損益

前期末残高 939 △459

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,398 420

当期変動額合計 △1,398 420

当期末残高 △459 △38

土地再評価差額金

前期末残高 5,713 5,658

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△54 9,096

当期変動額合計 △54 9,096

当期末残高 5,658 14,755

為替換算調整勘定

前期末残高 △19,804 △13,019

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

6,785 △35,267

当期変動額合計 6,785 △35,267

当期末残高 △13,019 △48,286

評価・換算差額等合計

前期末残高 97,026 49,219

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△47,807 △104,754

当期変動額合計 △47,807 △104,754

当期末残高 49,219 △55,534

少数株主持分

前期末残高 35,776 35,415

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △361 △1,617

当期変動額合計 △361 △1,617

当期末残高 35,415 33,797
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 1,129,645 1,106,351

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △10,507

当期変動額

剰余金の配当 △289,374 △100,000

当期純利益 314,790 209,395

タイ国関係会社の資産再評価益取崩 △604 －

土地再評価差額金の取崩 63 △9,049

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △48,168 △106,371

当期変動額合計 △23,293 △6,025

当期末残高 1,106,351 1,089,819
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 510,423 354,239

減価償却費 209,840 231,159

引当金の増減額（△は減少） △8,889 △8,213

受取利息及び受取配当金 △9,112 △9,709

支払利息 19,518 24,604

固定資産売却損益（△は益） △2,009 －

関係会社株式売却損益（△は益） △5,055 －

減損損失 1,759 －

関係会社整理損 3,782 －

売上債権の増減額（△は増加） △46,176 36,298

たな卸資産の増減額（△は増加） △65,175 △105,155

仕入債務の増減額（△は減少） 14,595 △130,730

その他 △23,801 16,869

小計 599,700 409,361

利息及び配当金の受取額 13,221 15,595

利息の支払額 △19,239 △23,764

法人税等の支払額 △200,914 △176,819

その他 19,078 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 411,845 224,373

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △209,512 △278,683

有形及び無形固定資産の売却による収入 10,425 3,667

投資有価証券の取得による支出 △82,996 △77,300

投資有価証券の売却による収入 2,139 19,741

その他 22,690 25,616

投資活動によるキャッシュ・フロー △257,253 △306,958

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 415,651 △401,129

長期借入れによる収入 243,707 863,434

長期借入金の返済による支出 △401,159 △196,787

社債の償還による支出 △100,000 △40,000

配当金の支払額 △289,374 △100,000

少数株主への配当金の支払額 △644 △1,071

その他 △18,720 △6,141

財務活動によるキャッシュ・フロー △150,538 118,304

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,865 874

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,810 36,593

現金及び現金同等物の期首残高 71,533 67,014

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△708 131

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 67,014

※1
 103,740
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

 

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数　168社

　連結子会社の名称については「第

１　企業の概況　４．関係会社の状

況」に記載しているため、記載を省

略しております。

なお、浙江傑富意金属容器有限公

司他計３社については、重要性が増

加したこと、または新たに設立した

ことにより、当連結会計年度より連

結の範囲に加えております。

また、広州ＪＦＥ鋼板有限公司に

ついては、出資比率の見直し等合弁

契約書改訂を行い実質的支配の要件

を満たさなくなったことに伴い、当

中間連結会計期間末において連結子

会社から持分法適用会社としており

ます。この他川鉄橋梁鉄構㈱他計16

社については、合併、清算、または保

有株式の売却等により、当連結会計

年度より連結の範囲から除外してお

ります。

子会社のうち170社を連結範囲に

含めております。主要な連結子会社

の名称については「第１　企業の概

況　４．関係会社の状況」に記載し

ているため、記載を省略しておりま

す。

なお、ＪＦＥアレック㈱他計10社

については、株式の取得により子会

社になったこと、または新たに設立

したこと等により、当連結会計年度

より連結の範囲に加えており、㈱Ｊ

ＦＥ甲南スチールセンター他計８社

については、保有株式の売却、合併ま

たは清算により、当連結会計年度よ

り連結の範囲から除外しておりま

す。

また、非連結子会社１社について

は、資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)および利益剰余金(持分に

見合う額)等の観点から見て、連結の

範囲から除外しても企業集団の財政

状態および経営成績に関する合理的

な判断を妨げない程度に重要性に乏

しいものであるため、連結の範囲に

含めておりません。

 (ロ)主要な非連結子会社の名称等

ＪＦＥスチール・アジア・プライ

ベート・リミテッド他　　　

上記会社については、資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)等の

観点から見て、連結の範囲から除外

しても企業集団の財政状態及び経営

成績に関する合理的な判断を妨げな

い程度に重要性に乏しいものである

ため、連結の範囲に含めておりませ

ん。

２　持分法の適用に関する事

項

(イ)持分法適用会社の数　32社

(関連会社32社)

持分法適用会社の名称については

「第１　企業の概況　４．関係会社の

状況」に記載しているため、記載を

省略しております。

なお、ＪＦＥ商事薄板建材㈱につ

いては、再編に伴う増資により、当連

結会計年度より持分法を適用してお

ります。

また、広州ＪＦＥ鋼板有限公司に

ついては、出資比率の見直し等合弁

契約書改訂を行い実質的支配の要件

を満たさなくなったことに伴い、当

中間連結会計期間末において連結子

　関連会社33社に対する投資につい

て持分法を適用しております。主要

な持分法適用会社の名称については

「第１　企業の概況　４．関係会社の

状況」に記載しているため、記載を

省略しております。

なお、日伯鉄鉱石㈱について、株式

の取得により、当連結会計年度より

持分法を適用しております。

持分法を適用していない非連結子

会社および関連会社(日伸運輸㈱他)

は、いずれも当期純損益および利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ持分法の対象から除外して

も連結財務諸表に重要な影響を与え
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 会社から持分法適用会社としており

ます。

この他ガルバナイザドーラ・セン

トロアメリカーナ・エスエー他計３

社については、保有株式の売却等に

より、当連結会計年度より持分法適

用の関連会社から除外しておりま

す。

(ロ)持分法を適用していない非連結子

会社(ＪＦＥスチール・アジア・プ

ライベート・リミテッド他)及び関

連会社(日伸運輸㈱他)は、いずれも

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ持分法の

対象から除外しても連結財務諸表に

重要な影響を与えないため、持分法

を適用しておりません。

ないため、持分法を適用しておりま

せん。

 

 

 

 

 

 

 

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　タイ・コーテッド・スチール・シー

ト・カンパニー・リミテッドをはじめ

とする一部の連結子会社(国内４社、海

外28社)の決算日は12月31日または３

月20日であります。連結財務諸表の作

成にあたっては、当該連結子会社につ

いては連結決算日との差異は３ヶ月以

内であるため当該連結子会社の決算日

の財務諸表を使用しております。

　なお、連結決算日との間に生じた重要

な取引については連結上必要な調整を

行っております。

　タイ・コーテッド・スチール・シー

ト・カンパニー・リミテッドをはじめ

とする一部の連結子会社(国内３社、海

外35社)の決算日は12月31日または３

月20日であります。連結財務諸表の作

成にあたっては、当該連結子会社につ

いては連結決算日との差異は３ヶ月以

内であるため当該連結子会社の決算日

の財務諸表を使用しております。

　なお、連結決算日との間に生じた重要

な取引については連結上必要な調整を

行っております。

４　会計処理基準に関する事

項

  

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法によっておりま

す。

①　有価証券

満期保有目的の債券

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　主として、決算日前１ヶ

月の市場価格の平均に基

づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処

理し、売却原価は主として

移動平均法により算定)に

よっております。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　主として移動平均法によ

る原価法によっておりま

す。

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

主として、後入先出法による原価

法によっております。

②　たな卸資産

主として、後入先出法による原価

法（貸借対照表価額については収益
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

  性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

 

主として、定率法によっております。

②　無形固定資産

 

主として、定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

①　有形固定資産（リース資産を除　　

　く）

同左

 

②　無形固定資産（リース資産を除　　

　く）

同左

 

 

 

 

 

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零（リース契約

上に残価保証の取決めがある

場合は、当該残価保証額）とす

る定額法を採用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　退職給付引当金

当社及び主要な連結子会社において

は、従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務債務は、主として、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、費用

処理しております。

数理計算上の差異は、主として、各連

結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。

②　退職給付引当金

同左

 ③　特別修繕引当金

溶鉱炉及び熱風炉等の改修に要する

費用の支出に備えるため、次回の改修

見積額を次回の改修までの期間に按分

して繰入れております。

 

③　特別修繕引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

　同左

　(5) 重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、主として通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

―

　(6) 重要なヘッジ会計の方

法

ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、主として、為替予約等について振

当処理の要件を満たしている場合は振

当処理を、金利スワップについて特例

処理の要件を満たしている場合は特例

処理を採用しております。

ヘッジ会計の方法

　同左

 ヘッジ方針等

　当社及び連結子会社は、輸出入取引等

に係る為替変動リスクへの対応を目的

として、為替予約等を利用したヘッジ

取引を実施しております。また、負債

(借入金・社債等)全体の金利の変動へ

の対応及び金利の低減を目的として金

利スワップ等を利用したヘッジ取引を

実施しております。

　これらヘッジ取引の実施にあたって

は、実需に伴う取引に対応させること

を基本方針とし、ヘッジ取引に係る社

内規定(「資金業務権限規程」、「デリ

バティブ取引管理規程」及び「グルー

プ会社管理業務に関する基本規程」)

に基づき取引を実施しております。

ヘッジ方針等

　同左

　(7) 消費税等の会計処理方

法

　税抜方式によっております。 　同左

　(8) 在外連結子会社の会計

処理基準

　在外連結子会社は、各国で一般に認めら

れた会計処理基準によっております。

―

　(9) 連結納税制度の適用 　連結納税制度を適用しております。 　同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。

　同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　発生日以降５年間で均等償却(僅少なも

のは発生期に償却)しております。

　同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資であります。

　同左

 
 

次へ
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　重要な資産の評価基準及び

評価方法
 
 

― たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸

資産については、従来、主として後入

先出法による原価法によっておりま

したが、当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号　平成18年７月５日）

が適用されたことに伴い、主として後

入先出法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定し

ております。

これにより、当連結会計年度の営業

利益、経常利益および税金等調整前当

期純利益は11,550百万円それぞれ減

少しております。

２　重要なリース取引の処理方

法

―  　所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改

正））および「リース取引に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会　会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））を

当連結会計年度から適用し、従来の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処

理から通常の売買取引に係る会計処

理に変更しております。

 　この変更による当連結会計年度の営

業利益、経常利益および税金等調整前

当期純利益への影響は軽微でありま

す。

３　「連結財務諸表作成におけ

る在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」

の適用
 
 

― 当連結会計年度より「連結財務諸

表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を

適用し、連結決算上必要な修正を行っ

ております。

この変更による当連結会計年度の

営業利益、経常利益および税金等調整

前当期純利益への影響はありません。

 

 

 

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)
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４　固定資産の減価償却の方法 　法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。

　これにより、当連結会計年度の減価償

却費は4,012百万円増加し、営業利益は

3,979百万円、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は3,987百万円それぞれ

減少しております。

―

 

 

　表示方法の変更

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（連結貸借対照表関係）

　前連結会計年度において区分表示しておりました流

動資産の「繰延税金資産」は、当連結会計年度の金額

が総資産の100分の１以下となっておりますので、流動

資産の「その他」に含めて表示しております。なお、当

連結会計年度における流動資産の「繰延税金資産」

は、33,167百万円となっております。

 

（連結貸借対照表関係）

１　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「商品及び

製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記し

ております。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に

含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯

蔵品」は、それぞれ、247,412百万円、40,944百万円、

288,346百万円となっております。

 

２　投資その他の資産の「繰延税金資産」の金額が総資

産の100分の１を上回っておりますので、区分表示して

おります。なお、前連結会計年度における投資その他の

資産の「繰延税金資産」は33,180百万円で、投資その

他の資産の「その他」に含まれております。

 

３　前連結会計年度において区分表示しておりました流

動負債の「未払法人住民税等」は、当連結会計年度の

金額が負債及び純資産の総額の100分の１以下となっ

ておりますので、流動負債の「その他」に含めて表示

しております。なお、当連結会計年度における流動負債

の「未払法人住民税等」は、26,271百万円となってお

ります。

 

（連結損益計算書関係）

　　営業外費用の「為替差損」の金額が営業外費用の総額

の100分の10を上回っておりますので、区分表示してお

ります。なお、前連結会計年度における営業外収益の

「為替差益」は1,784百万円で、営業外収益の「その

他」に含まれております。

（連結損益計算書関係）

　　前連結会計年度において区分表示しておりました営業

外費用の「為替差損」は、当連結会計年度の金額が営

業外費用の総額の100分の10以下となっておりますの

で、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりま

す。なお、当連結会計年度における営業外費用の「為替

差損」は4,183百万円となっております。
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　追加情報

 

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

有形固定資産の耐用年数の
変更

― 　法人税法上の法定耐用年数の見直し

を踏まえ、当連結会計年度より、機械装

置等の一部について、耐用年数を変更

しております。これにより、当連結会計

年度における減価償却費は6,907百万

円増加し、営業利益は6,821百万円、経

常利益および税金等調整前当期純利益

は6,859百万円それぞれ減少しており

ます。

固定資産の減価償却の方法 　法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年３月31日以前に取得

した有形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却してお

ります。

　これにより、当連結会計年度の減価償

却費は32,729百万円増加し、営業利益

は32,136百万円、経常利益及び税金等

調整前当期純利益は32,250百万円それ

ぞれ減少しております。

―
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

 
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

5,394,161百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

5,518,206百万円

※２　非連結子会社及び関連会社の株式等

151,800百万円
（うち、共同支配企業に対する投資の金額

8,182百万円）

※２　非連結子会社及び関連会社の株式等

175,233百万円
（うち、共同支配企業に対する投資の金額

17,146百万円)
 

※３　平成13年３月31日及び平成14年３月31日に、一部の

連結子会社及び持分法適用関連会社は「土地の再評

価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34

号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律」(平成13年３月31日公布法律第19号)に基

づき、事業用土地について再評価を行っております。

再評価差額のうち税効果相当額を固定負債の部「再

評価に係る繰延税金負債」に計上し、少数株主に帰

属する金額を「少数株主持分」に計上し、その他の

金額を純資産の部「土地再評価差額金」として計上

しております。なお、持分法適用関連会社における再

評価差額金については、持分相当額を純資産の部

「土地再評価差額金」として計上しております。

　　　再評価の方法は「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第

３号及び第４号に基づいております。

　　　当該土地の時価が再評価後の帳簿価額を下回る額は

17,854百万円であります。

※３　平成13年３月31日および平成14年３月31日に、一部

の連結子会社および持分法適用関連会社は「土地の

再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律

第34号)および「土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律」(平成13年３月31日公布法律第19

号)に基づき、事業用土地について再評価を行ってお

ります。再評価差額のうち税効果相当額を固定負債

の部「再評価に係る繰延税金負債」に計上し、少数

株主に帰属する金額を「少数株主持分」に計上し、

その他の金額を純資産の部「土地再評価差額金」と

して計上しております。なお、持分法適用関連会社に

おける再評価差額金については、持分相当額を純資

産の部「土地再評価差額金」として計上しておりま

す。

　　　再評価の方法は「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第

３号および第４号に基づいております。

　　　当該土地の時価が再評価後の帳簿価額を下回る額は

16,130百万円であります。

 

※４　担保に供している資産

有形固定資産 42,035百万円

無形固定資産 77

投資有価証券 8,156

(注) 有形固定資産のうち、工場財団抵当等に

供しているもの

38,763

　　　上記に対応する債務

短期借入金 1,782

長期借入金 4,712

　　　　(注) 上記債務のうち、工場財団抵当等に係るもの

短期借入金 190

長期借入金 767

　　　　上記には質権設定を予約したものが、以下の通り含

まれております。

投資有価証券 4,999

　　　　この他、当社が保有する連結子会社株式(個別財務諸

表上の帳簿価額325百万円)について質権設定を予

約しております。

※４　担保に供している資産

有形固定資産 6,743百万円

無形固定資産 69

投資有価証券 5,148

(注) 有形固定資産のうち、工場財団抵当等に

    供しているもの

4,858

　　　上記に対応する債務

短期借入金 1,603

長期借入金 2,591

　　　　(注) 上記債務のうち、工場財団抵当等に係る

            もの

短期借入金 95

長期借入金 634

　　　　上記には質権設定を予約したものが、以下のとおり

含まれております。

投資有価証券 5,139

　　　　この他、当社が保有する連結子会社株式(個別財務諸

表上の帳簿価額325百万円)について質権設定を予

約しております。
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 前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

　５　保証債務等

　　　　下記会社の社債、金融機関借入金等について保証を

行っております。

ジェイ　エフ　イー　

ホールディングス㈱
188,040百万円

水島エコワークス㈱ 13,262

その他 21,266

　　計 222,569

　５　保証債務等

　　　　下記会社の社債、金融機関借入金等について保証を

行っております。

ジェイ　エフ　イー　

ホールディングス㈱
248,040百万円

広州ＪＦＥ鋼板有限公司 7,803

その他 7,555

　　計 263,398

　６　受取手形の割引高及び裏書譲渡高

手形割引高 215百万円

裏書譲渡高 79

　６　受取手形の割引高及び裏書譲渡高

手形割引高 179百万円

裏書譲渡高 87
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(連結損益計算書関係)

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、34,767百万円であります。

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、36,114百万円であります。

※２　販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は、次の

通りであります。

製品発送関係費 100,066百万円

従業員給料手当 77,625百万円

退職給付引当金繰入額 4,512百万円
　

※２　販売費及び一般管理費の主な費目および金額は、次

のとおりであります。

製品発送関係費 92,667百万円

従業員給料手当 70,551百万円

退職給付引当金繰入額 6,075百万円
　

※３　固定資産売却益は、土地等の売却によるものであり

ます。

―

 

※４　当社グループは、減損の兆候を判定するにあたっ

て、原則として、遊休資産、賃貸資産、各種プロジェク

ト資産及び事業用資産に分類し、それぞれにおいて

独立したキャッシュ・フローを生成する最小単位に

グルーピングを実施しております。

　　　当連結会計年度において、主として収益性の低下した

事業用資産等について、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失(1,759百万円)とし

て特別損失に計上いたしました。その内訳は、土地

1,051百万円、機械装置及び運搬具345百万円、建物及

び構築物等363百万円であります。なお、当該資産の

回収可能価額は、相続税評価額等によって算定した

正味売却価額により測定しております。

※４　当社グループは、減損の兆候を判定するにあたっ

て、原則として、遊休資産、賃貸資産、各種プロジェク

ト資産および事業用資産に分類し、それぞれにおい

て独立したキャッシュ・フローを生成する最小単位

にグルーピングを実施しております。

　　　当連結会計年度において、主として住宅制度改訂に伴

い閉鎖する社宅について、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（20,685百万

円）として特別損失に計上いたしました。その内訳

は、建物及び構築物14,357百万円、土地5,454百万円、

機械装置及び運搬具等873百万円であります。なお、

当該資産の回収可能価額は、相続税評価額等によっ

て算定した正味売却価額により測定しております。

※５　関係会社整理損は、主に北米子会社清算に伴い実現

した為替換算差額（前期まで為替換算調整勘定とし

て純資産の部に直接計上）であります。

―

 

 

EDINET提出書類

ＪＦＥスチール株式会社(E01226)

有価証券報告書

 55/109



(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 539,170 ― ― 539,170

 
 

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

平成19年９月28日付けの会社法第319条第１項の規定による株主総会の決議の内容は次の通りであります。

・普通株式の配当に関する事項

(イ)配当金の総額 150,000百万円

(ロ)１株当たり配当額 278円20銭

(ハ)効力発生日 平成19年９月28日
 
（注）平成19年９月28日に当社の完全親会社である、ジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱に
　　対し支払いを行っております。なお、この配当につきましては基準日は定めておりません。

 

平成20年２月27日付けの取締役会の決議の内容は次の通りであります。

・普通株式の配当に関する事項

(イ)配当金の総額 139,374百万円

(ロ)１株当たり配当額 258円49銭

(ハ)基準日 平成19年12月31日

(ニ)効力発生日 平成20年３月10日
 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 539,170 ― ― 539,170

 
 

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

平成20年12月25日付けの会社法第319条第１項の規定による株主総会の決議の内容は次のとおりでありま

す。

・普通株式の配当に関する事項

(イ)配当金の総額 100,000百万円

(ロ)１株当たり配当額 185円47銭

(ハ)効力発生日 平成20年12月31日
 
（注）平成21年１月５日に当社の完全親会社である、ジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱に
　　対し支払いを行っております。なお、この配当につきましては基準日は定めておりません。

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの

該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日)

現金及び預金 24,911百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△178百万円

流動資産の「その他」(注) 42,281百万円

現金及び現金同等物 67,014百万円

（注）流動資産の「その他」は、短期貸付金のう

ち随時回収可能なものであります。

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年３月31日)

現金及び預金 36,845百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△174百万円

流動資産の「その他」(注) 67,069百万円

現金及び現金同等物 103,740百万円

（注）流動資産の「その他」は、短期貸付金のう

ち随時回収可能なものであります。
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(リース取引関係)

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　に係る未経過リース料

　　 １年内　　　　　　　　 　　　　　1,419百万円

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及び
運搬具

36,79821,34115,456

その他 5,055 2,556 2,499

合計 41,85423,89817,956

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

１年超 　7,805百万円

　　　　　　合計 　9,224百万円

 

 

２　未経過リース料期末残高相当額

　１年内 5,894百万円

　１年超 12,061百万円

合計 17,956百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

３　支払リース料 6,348百万円

　　減価償却費相当額 6,348百万円

 

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１　売買目的有価証券(平成20年３月31日)

該当事項はありません。

 

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

 

種　　類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(時価が連結貸借対照表計上額を超
えるもの)

   

国債・地方債 213 215 1

合計 213 215 1

 

３　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

 

種　　類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの)

   

株式 117,847 237,882 120,034

小計 117,847 237,882 120,034

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの)

   

株式 138,843 111,734 △27,108

小計 138,843 111,734 △27,108

合計 256,690 349,616 92,926

 

４　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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５　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

999 587 △188

 

６　時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年３月31日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券  

　非上場株式 23,722

　非上場債券 111

　出資証券 5

 

７　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成20年３月31日)

 

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

　債券 21 99 201
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当連結会計年度

１　売買目的有価証券(平成21年３月31日)

該当事項はありません。

 

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成21年３月31日)

 

種　　類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(時価が連結貸借対照表計上額を超
えるもの)

   

国債・地方債 199 201 1

合計 199 201 1

 

３　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日)

 

種　　類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの)

   

株式 64,959 86,137 21,178

小計 64,959 86,137 21,178

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの)

   

株式 155,115 105,711 △49,403

小計 155,115 105,711 △49,403

合計 220,074 191,849 △28,225

 

４　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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５　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

14,198 13,784 ―

 

６　時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年３月31日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券  

　非上場株式 23,000

　非上場債券 89

　出資証券 4

 

７　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成21年３月31日)

 

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

　債券 22 264 ―
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(1) 取引に対する取組方針、取引の内容、取引の利用目的

　当社グループ（当社及び連結子会社）が利用するデ

リバティブ取引は全て、実需に伴う取引に対応させる

こととし、一時的な利益獲得を目的とした投機的な取

引は一切行わない旨を、基本方針として定めておりま

す。

　当社グループは、輸出入取引等に係る為替変動リスク

への対応を目的として、為替に係るデリバティブ取引

（為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション取

引）を、負債(借入金・社債)全体の金利の変動への対

応及び金利の低減を目的として、金利に係るデリバ

ティブ取引（金利スワップ取引・金利オプション取

引）を利用しております。

 

(1) 取引に対する取組方針、取引の内容、取引の利用目的

　同左

(2) 取引に係るリスクの内容

　当社グループの利用するデリバティブ取引は、将来の

為替、金利等の市場価格変動リスクを有しております。

しかし、当社グループは輸出入取引、借入金・社債等の

実需に伴う取引に対応させてデリバティブ取引を行っ

ていることから、これらのリスクは機会利益の逸失の

範囲内に限定されております。

　また、当社グループはデリバティブ取引の取引先を、

信用力の高い金融機関に限定していることから、取引

相手先の倒産等により契約不履行に陥る信用リスクは

ほとんどないものと判断しております。

 

(2) 取引に係るリスクの内容

　同左

(3) 取引に係るリスク管理体制

　当社は、デリバティブ取引に係る社内規定(「デリバ

ティブ取引管理規程」及び「資金業務権限規程」)を

定め、これらに基づき取引を実施しております。取引の

実施にあたっては、ＣＥＯの決定した上記の基本方針

に則り、経理部担当執行役員の決裁により取引を実行

しております。あわせて取引残高、時価及び評価損益に

ついて、取締役会に定期的に報告することとしており

ます。

　また、連結子会社においてもデリバティブ取引の実施

にあたっては、社内規定に則り執行管理を行っており

ます。

(3) 取引に係るリスク管理体制

　同左
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２　取引の時価等に関する事項

金利関連

 

  
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外の取引

スワップ取引       

受取変動・
支払固定

8,010 △455 △455 6,230 △298 △298

合計   △455   △298

(注) １　時価の算定方法は、契約を締結している取引先金融機関から提示された価格によっております。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度

　当社および国内連結子会社は、主として、確定給付型の制度として、退職一時金制度および適格退職年金制度

を設けております。

　また、従業員の退職等に際し、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない移籍加

算金等を支払う場合があります。

 

２　退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度
(平成20年３月31日)
（百万円）

当連結会計年度
(平成21年３月31日)
（百万円）

イ　退職給付債務 △415,008 △392,642

ロ　年金資産 299,597 244,816

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △115,411 △147,826

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 765 656

ホ　未認識数理計算上の差異 36,799 75,750

ヘ　未認識過去勤務債務 △344 (注)２              174

ト　連結貸借対照表計上額純額

　　（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）
△78,190 △71,245

チ　前払年金費用 44,575 41,454

リ　退職給付引当金（ト－チ） △122,766 △112,699

 

 
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

  
当連結会計年度
(平成21年３月31日)

(注)１　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用しております。

 

(注)２　当社において、平成20年４月１日付で、税

制適格退職年金制度における年金予定利率

及び年金給付利率の引き上げについての規

約改正を行ったことにより過去勤務債務

（債務の増額）が発生しております。なお、

この規約改正による過去勤務債務の額

6,127百万円については、退職給付債務に計

上しております。

 (注)　同左
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３　退職給付費用に関する事項

 

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（百万円）

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（百万円）

イ　勤務費用 14,975 (注)１   14,587 (注)１

ロ　利息費用 6,314 6,061

ハ　期待運用収益 △5,447 △4,952

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 128 109

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 4,912 9,189

ヘ　過去勤務債務の費用処理額 △1,343 △767

ト　退職給付費用

　　（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）
19,539 24,228

チ　その他 84 (注)２ 88 (注)２

　　　　　　計　（ト＋チ） 19,624 24,316

 

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(注)１　簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は「イ　勤務費用」に含めておりま

す。

 

(注)２　「チ　その他」は、確定拠出年金への掛金支

払額であります。

 (注)１　同左

 

 

(注)２　同左

 

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

イ　退職給付見込額の期間配分方法 主として期間定額基準 同左

ロ　割引率 主として　1.5％ 同左

ハ　期待運用収益率 主として　1.6％ 主として　1.7％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 主として　10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法に

よっております。）

同左

ホ　数理計算上の差異の処理年数 主として　10年

（連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。）

同左
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(税効果会計関係)

 
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

　退職給付引当金 30,181百万円

　未払賞与 19,501百万円

　固定資産減損損失 15,748百万円

　税務上の繰越欠損金 15,565百万円

　特別修繕引当金 15,046百万円

　未実現利益の消去額 10,642百万円

　その他 32,680百万円

繰延税金資産小計 139,366百万円

  

　評価性引当額 △30,704百万円

繰延税金資産合計 108,661百万円

  

繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 △35,189百万円

　その他 △15,069百万円

繰延税金負債合計 △50,258百万円

繰延税金資産の純額 58,403百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

　退職給付引当金 27,380百万円

　税務上の繰越欠損金 23,603百万円

　減損損失 19,415百万円

　未払賞与 17,213百万円

　特別修繕引当金 15,092百万円

　その他有価証券評価差額金 12,402百万円

　その他 40,589百万円

繰延税金資産小計 155,697百万円

  

　評価性引当額 △44,709百万円

繰延税金資産合計 110,987百万円

  

繰延税金負債  

　固定資産圧縮積立金 △9,799百万円

  特別修繕準備金 △4,793百万円

　その他 △1,312百万円

繰延税金負債合計 △15,905百万円

繰延税金資産の純額 95,082百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）  

　持分法による投資利益等 △2.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.7％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため、注記を省略しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社及び当社の連結子会社は鉄鋼製品、鋼材加工製品及び原材料等の製造販売、並びにそれらに関連する運輸

業及び設備保全・工事等を事業内容としており事業区分が単一セグメントのため、記載しておりません。

 

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

当社および当社の連結子会社は鉄鋼製品、鋼材加工製品および原材料等の製造販売、ならびにそれらに関連す

る運輸業および設備保全・工事等を事業内容としており事業区分が単一セグメントのため、記載しておりませ

ん。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％

を超えているため、記載しておりません。

 

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、記載しておりません。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 884,536 237,198 1,121,735

Ⅱ　連結売上高(百万円)   3,203,342

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

27.6 7.4 35.0

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主要な国又は地域

(1) アジア……韓国、中国、タイ

(2) その他……米国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

 

 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 954,543 227,335 1,181,879

Ⅱ　連結売上高(百万円)   3,423,365

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

27.9 6.6 34.5

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主要な国または地域

(1) アジア……韓国、中国、タイ

(2) その他……米国

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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【関連当事者情報】

 

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1) 親会社及び法人主要株主等

 

属性
会社等

の名称
住所

資本金

(百万円)

事業の内容又

は職業

議決権の

所有

(被所有)

割合(％)

関係内容

取引内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

親会社

ジェイ 　

エ フ 　

イ ー 　

ホ ー ル

ディング

ス㈱

東京都

千代田区
147,143

鉄鋼事業・

エンジニア

リング事業

・造船事業

等を行う子

会社の経営

管理等

 

 

 

 

(被所有)

直接

　100.0
兼任

２名

経営管理・資

金の借入等

短期資金の

借入

(注)１、２

 

長期資金の

借入(注)１

 

利息の支払

(注)１

 

561,542

 

 

208,400

 

 

10,254

   

短期借入金

 

 

長期借入金

 

 

-

724,000

 

 

511,141

 

 

-

債務保証

(注)３
188,040- -

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は提供しておりません。

     ２　取引金額欄には当連結会計年度中における平均借入残高を記載しております。

     ３　ジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱の発行する社債に対して債務保証を行っております。
       　なお、保証料は受領しておりません。

 

(2) 子会社等

 

属性
会社等

の名称
住所

資本金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権の

所有

(被所有)

割合(％)

関係内容

取引内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

関連会社

(当該関

連会社の

子会社を

含む)

ＪＦＥ商

事㈱

(注)１

大阪市

北区
14,539

鉄鋼製品、

原燃料・

化学品、

物資、機械等

の販売

 

 

 

 

なし
転籍

９名

当社製品

等の販売

並びに原

材料等の

購入

鉄鋼製品等の

販売

(注)２、３

 

原材料等の購

入

(注)２、３

 

861,713

 

 

 

210,823

 

 

売掛金

 

 

 

買掛金

 

 

 

93,068

 

 

 

45,720

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　当社の関連会社であるＪＦＥ商事ホールディングス㈱が、議決権の100％を直接保有しております。

　　 ２　市場価格等に基づき、一般的取引条件と同様の条件によっております。

     ３　取引金額には消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等を含んでおります。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）および

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用し

ております。これによる開示対象範囲の変更はありません。

 

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社

ジェイ　エフ　

イー　ホール

ディングス㈱

東京都

千代田区
147,143

鉄鋼事業・

エンジニア

リング事業

・造船事業

等を行う子

会社の経営

管理等

(被所有)

直接

　100.0

経営管理

・資金の

借入等

 

役員の兼

任

短期資金の

借入

(注)１、２

 

長期資金の

借入(注)１

 

利息の支払

(注)１

 

債務保証

(注)３

 

 

547,853

 

 

 

809,700

 

 

18,736

 

 

248,040

 

短期借入金

 

 

 

長期借入金

 

 

-

 

 

-

 

308,241

 

 

 

1,189,100

 

 

-

 

 

-

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は提供しておりません。

     ２　取引金額欄には当連結会計年度中における平均借入残高を記載しております。

     ３　ジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱の発行する社債に対して債務保証を行っております。
       　なお、保証料は受領しておりません。

 

(イ) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会

社(当該

関連会

社の子

会社を

含む)

ＪＦＥ商事㈱

(注)１

大阪市

北区
14,539

鉄鋼製品、

原燃料・

化学品、

物資、機械

等の販売

なし

当社製品

等の販売

ならびに

原材料等

の購入

 

役員の転

籍等

鉄鋼製品等

の販売

(注)２、３

 

原材料等の

購入

(注)２、３

 

 

994,712

 

 

 

196,490

 

 

売掛金

 

 

 

買掛金

 

 

90,948

 

 

 

26,567

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　当社の関連会社であるＪＦＥ商事ホールディングス㈱が、議決権の100％を直接保有しております。

　　 ２　市場価格等に基づき、交渉の上、取引条件を決定しております。

     ３　取引金額には消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等を含んでおります。

 

 

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

ジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所に上場）
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(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 1,986円26銭１株当たり純資産額 1,958円60銭

１株当たり当期純利益 583円84銭１株当たり当期純利益 388円36銭

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

　(1)　１株当たり純資産額

 

 
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 1,106,351 1,089,819

純資産の合計額から控除する金額
(百万円)

35,415 33,797

(うち少数株主持分)
(百万円)

35,415 33,797

普通株式に係る期末の純資産額
(百万円)

1,070,936 1,056,021

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数(千株)

539,170 539,170

 

　(2)　１株当たり当期純利益金額

 

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益(百万円) 314,790 209,395

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 314,790 209,395

普通株式の期中平均株式数(千株) 539,170 539,170

 

 

(重要な後発事象)

 

該当事項はないため、記載しておりません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄
発行年月日
(平成年月日)

前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保
償還期限
(平成年月日)

摘要

当社 第22回無担保社債 ９.５.21 20,00020,0003.50なし 24.５.21※２

当社 第23回２号無担保社債 ９.11.27 10,000
(10,000)
10,000

2.375なし 21.11.27※１

当社 第27回無担保社債 10.１.29 10,000
(10,000)
10,000

3.00なし 22.１.29※１

当社 第32回無担保社債 10.４.15 10,000― 2.70なし 20.４.15※１

当社 第34回無担保社債 10.４.28 10,000― 2.70なし 20.４.28※１

当社 第25回２号無担保社債 10.６.10 10,000― 2.50なし 20.６.10※２

当社 第32回２号無担保社債 11.11.3010,000
(10,000)
10,000

3.27なし 21.11.30※２

当社 第42回無担保社債 13.６.27 10,000― 1.03なし 20.６.27※１

当社 第45回無担保社債 15.３.３ 10,000
(10,000)
10,000

1.06なし 22.３.３※１

合計 ― ― 100,000
(40,000)
　　60,000

― ― ― ―

(注) ※１　川崎製鉄㈱からの受入であります。

※２　日本鋼管㈱からの受入であります。

　３　連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。

 
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

40,000 ― ― 20,000 ―

　４　当期末残高欄上段に(　)で内数表示した金額は、１年以内に償還期限が到来いたしますので、連結貸借対照表では、流

動負債に計上しております。
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【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 623,834 221,139 0.64 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 176,189 191,096 1.16 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― 5,100 ― ―

長期借入金
(１年以内に返済予定のものを除
く。)

639,095 1,288,785 1.34
平成23年２月28日～　
平成36年４月15日

リース債務
(１年以内に返済予定のものを除
く。)

― 11,021 ―
平成22年４月30日～　
平成62年12月31日

その他有利子負債     

　ファイナンス・リース未払金
　(１年以内返済予定)

232 ― ― ―

　ファイナンス・リース未払金
　(１年超返済予定)

83 ― ― ―

　割賦未払金
　(１年以内返済予定)

7,003 4,731 2.79 ―

　割賦未払金
　(１年超返済予定)

10,490 5,734 2.89
平成23年１月31日～　
平成25年１月31日

その他の有利子負債計 17,810 10,465 ― ―

合計 1,456,9291,727,608― ―

(注) １　平均利率を算定する際の利率および借入金残高は、当期末時点のものを使用しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)、リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)および割賦未払金

(１年超返済予定)の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおりであります。

 

 
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 186,135 343,036 126,822 452,858

リース債務 3,834 2,810 1,773 1,037

割賦未払金 3,531 2,070 110 21

 

３　リース債務の「平均利率」については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結

貸借対照表に計上しているため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 第１四半期

（自平成20年４月

１日　至平成20年

６月30日）

第２四半期

（自平成20年７月

１日　至平成20年

９月30日）

第３四半期

（自平成20年10月

１日　至平成20年

12月31日）

第４四半期

（自平成21年１月

１日　至平成21年

３月31日）

売上高　（百万円） 845,041 1,048,897 869,751 659,675

税金等調整前四半期

純利益金額

（百万円）

122,198 143,859 75,297 12,883

四半期純利益金額

（百万円）

74,538 85,126 20,423 29,306

１株当たり四半期純

利益金額　（円）

138.24 157.88 37.87 54.35
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,917 27,052

売掛金 ※3
 278,690

※3
 264,168

製品 59,220 －

半製品 120,945 －

商品及び製品 － 163,175

仕掛品 5,783 6,548

原材料 87,357 －

貯蔵品 139,296 －

原材料及び貯蔵品 － 322,173

前渡金 3,559 24,701

前払費用 1,255 1,680

繰延税金資産 19,957 15,386

未収入金 ※3
 52,149 39,138

その他 16,009 21,553

貸倒引当金 △35 △33

流動資産合計 799,108 885,546

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 192,364 182,351

構築物（純額） 98,480 101,679

機械及び装置（純額） 578,058 582,370

船舶（純額） 2 4

車両運搬具（純額） 2,156 2,009

工具、器具及び備品（純額） 9,110 7,844

土地 311,960 318,570

リース資産（純額） － 2,745

建設仮勘定 53,182 61,408

有形固定資産合計 ※1
 1,245,314

※1
 1,258,983

無形固定資産

特許権 1 0

借地権 168 64

商標権 3 2

ソフトウエア 47,742 45,741

リース資産 － 2

その他 3,068 3,207

無形固定資産合計 50,985 49,019

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 368,220

※2
 211,296
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

関係会社株式 ※2
 474,855

※2
 483,334

出資金 6,357 7,253

関係会社出資金 ※2
 10,248

※2
 19,360

長期貸付金 245 154

従業員に対する長期貸付金 60 36

関係会社長期貸付金 2,085 1,997

破産更生債権等 355 38

長期前払費用 4,941 8,103

繰延税金資産 49,126 83,866

前払年金費用 41,415 37,820

その他 14,064 19,752

貸倒引当金 △1,851 △648

投資その他の資産合計 970,124 872,366

固定資産合計 2,266,424 2,180,368

資産合計 3,065,533 3,065,914

負債の部

流動負債

買掛金 ※3
 177,746

※3
 131,121

短期借入金 ※3
 766,280

※3
 331,476

1年内償還予定の社債 40,000 40,000

リース債務 － 1,216

未払金 ※3
 114,524

※3
 83,689

未払費用 ※3
 107,518

※3
 90,870

未払法人住民税等 20,767 9,580

前受金 86 11

預り金 108,464 72,661

前受収益 2,551 2,440

役員賞与引当金 165 117

その他 2,330 2,795

流動負債合計 1,340,435 765,981

固定負債

社債 60,000 20,000

長期借入金 44,872 21,636

関係会社長期借入金 511,141 1,189,100

リース債務 － 1,627

退職給付引当金 84,958 76,214

特別修繕引当金 39,388 40,884

PCB処理引当金 9,432 8,978

その他 17,467 12,462

固定負債合計 767,259 1,370,904
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債合計 2,107,694 2,136,885

純資産の部

株主資本

資本金 239,644 239,644

資本剰余金

資本準備金 390,021 390,021

資本剰余金合計 390,021 390,021

利益剰余金

その他利益剰余金

特別償却準備金 94 727

海外投資等損失準備金 － 551

固定資産圧縮積立金 3,363 3,365

特別修繕準備金 6,398 7,774

繰越利益剰余金 268,108 307,452

利益剰余金合計 277,965 319,871

株主資本合計 907,631 949,537

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 50,645 △20,511

繰延ヘッジ損益 △437 3

評価・換算差額等合計 50,207 △20,507

純資産合計 957,838 929,029

負債純資産合計 3,065,533 3,065,914
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高 ※1
 2,276,281

※1
 2,585,005

売上原価

製品期首たな卸高 51,774 59,220

当期製品製造原価 ※3
 1,734,768

※3
 2,120,472

合計 1,786,542 2,179,692

製品期末たな卸高 59,220 53,651

売上原価合計 ※2
 1,727,322

※2
 2,126,040

売上総利益 548,958 458,964

販売費及び一般管理費 ※3, ※4
 140,873

※3, ※4
 134,422

営業利益 408,085 324,542

営業外収益

受取利息 1,942 1,375

受取配当金 22,442 28,867

受取賃貸料 12,967 13,179

たな卸資産関係益 8,930 12,598

その他 3,354 4,151

営業外収益合計 ※5
 49,637

※5
 60,171

営業外費用

支払利息 13,500 20,282

社債利息 3,007 1,529

為替差損 18,079 －

固定資産除却損 11,038 12,814

その他 10,656 14,926

営業外費用合計 ※6
 56,282

※6
 49,552

経常利益 401,440 335,161

特別利益

投資有価証券売却益 － 13,783

特別利益合計 － 13,783

特別損失

減損損失 － ※7
 7,659

投資有価証券評価損 － 58,236

関係会社株式売却損 ※8
 9,093 －

関係会社株式評価損 2,229 29,220

特別損失合計 11,322 95,116

税引前当期純利益 390,117 253,828

法人税、住民税及び事業税 138,123 96,828

法人税等調整額 14,193 15,094

法人税等合計 152,316 111,922

当期純利益 237,800 141,905
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【製造原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

Ⅰ　材料費  1,228,91563.1 1,590,72368.5

Ⅱ　労務費  160,345 8.2 157,137 6.8

Ⅲ　経費 ※１ 559,83528.7 573,48224.7

当期総製造費用  1,949,096100.0 2,321,342100.0

期首仕掛品・半製品たな卸高  107,135  126,729  

合計  2,056,231  2,448,071  

他勘定振替高 ※３ 194,734  211,527  

期末仕掛品・半製品たな卸高  126,729  116,072  

当期製品製造原価  1,734,768  2,120,472  

(注) ※１　経費のうち、主なものは次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

減価償却費 155,427百万円 169,579百万円

外注費 237,723百万円 230,233百万円

　２　製造原価に算入した引当金繰入額は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

退職給付引当金繰入額 10,159百万円 13,253百万円

特別修繕引当金繰入額 791百万円 1,495百万円

※３　販売費及び一般管理費への振替、他会社への支給、自家使用等であります。

　４　原価計算の方法は、主として標準原価による組別工程別総合原価計算の方法をとっており、期末において原価差額を

調整して実際原価に修正しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 239,644 239,644

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 239,644 239,644

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 390,021 390,021

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 390,021 390,021

資本剰余金合計

前期末残高 390,021 390,021

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 390,021 390,021

利益剰余金

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 171 94

当期変動額

特別償却準備金の積立 15 692

特別償却準備金の取崩 △93 △59

当期変動額合計 △77 632

当期末残高 94 727

海外投資等損失準備金

前期末残高 － －

当期変動額

海外投資等損失準備金の積立 － 551

当期変動額合計 － 551

当期末残高 － 551

固定資産圧縮積立金

前期末残高 4,094 3,363

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 14 2

固定資産圧縮積立金の取崩 △745 －

当期変動額合計 △731 2

当期末残高 3,363 3,365
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

特別修繕準備金

前期末残高 5,023 6,398

当期変動額

特別修繕準備金の積立 1,375 1,375

当期変動額合計 1,375 1,375

当期末残高 6,398 7,774

繰越利益剰余金

前期末残高 320,248 268,108

当期変動額

特別償却準備金の積立 △15 △692

特別償却準備金の取崩 93 59

海外投資等損失準備金の積立 － △551

固定資産圧縮積立金の積立 △14 △2

固定資産圧縮積立金の取崩 745 －

特別修繕準備金の積立 △1,375 △1,375

剰余金の配当 △289,374 △100,000

当期純利益 237,800 141,905

当期変動額合計 △52,140 39,343

当期末残高 268,108 307,452

利益剰余金合計

前期末残高 329,538 277,965

当期変動額

剰余金の配当 △289,374 △100,000

当期純利益 237,800 141,905

当期変動額合計 △51,573 41,905

当期末残高 277,965 319,871

株主資本合計

前期末残高 959,204 907,631

当期変動額

剰余金の配当 △289,374 △100,000

当期純利益 237,800 141,905

当期変動額合計 △51,573 41,905

当期末残高 907,631 949,537
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 99,710 50,645

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△49,065 △71,156

当期変動額合計 △49,065 △71,156

当期末残高 50,645 △20,511

繰延ヘッジ損益

前期末残高 805 △437

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,243 441

当期変動額合計 △1,243 441

当期末残高 △437 3

評価・換算差額等合計

前期末残高 100,516 50,207

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△50,309 △70,715

当期変動額合計 △50,309 △70,715

当期末残高 50,207 △20,507

純資産合計

前期末残高 1,059,721 957,838

当期変動額

剰余金の配当 △289,374 △100,000

当期純利益 237,800 141,905

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △50,309 △70,715

当期変動額合計 △101,882 △28,809

当期末残高 957,838 929,029
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【重要な会計方針】

 

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

　関係会社株式・出資金

　移動平均法による原価法によって

おります。

　関係会社株式・出資金

同左

 　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　　決算日前１ヶ月の市場価格の　　

　　　平均に基づく時価法（評価差額　

　　　は全部純資産直入法により処理

　　　し、売却原価は移動平均法によ

　　　り算定）によっております。

　その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

 　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法によ

　　　っております。

　　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　後入先出法による原価法によってお

ります。

　後入先出法による原価法(貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)によっております。

３　固定資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

　平成10年４月１日以降取得の建物

（建物附属設備を除く）は定額法、

その他は定率法によっております。

①　有形固定資産(リース資産を除く)

　同左

 ②　無形固定資産

　　定額法によっております。

　　なお、自社利用のソフトウェアに　

　ついては、社内における利用可能期　

　間（５年）に基づく定額法によって

　おります。

②　無形固定資産(リース資産を除く)

　同左

 

 

 

 

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零（リース契約上に

残価保証の取決めがある場合

は、当該残価保証額）とする定

額法を採用しております。

４　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

　同左

５　引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

①　貸倒引当金

　同左

 ②　役員賞与引当金

　取締役・監査役賞与の支給に備え

るため、支給見込額を計上しており

ます。

②　役員賞与引当金

　同左

   

   

   

 

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)
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 ③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、費用処理

しております。

③　退職給付引当金

　同左

 　数理計算上の差異は、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理しております。

 

 ④　特別修繕引当金

　溶鉱炉及び熱風炉の改修に要する

費用の支出に備えるため、次回の改

修見積額を次回の改修までの期間に

按分して繰入れております。

④　特別修繕引当金

　同左

 ⑤　ＰＣＢ処理引当金

　「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）

廃棄物の適正な処理の推進に関する

特別措置法」により処理することが

義務付けられているＰＣＢ廃棄物の

処理に係る費用の支出に備えるた

め、その処理費用見積額を計上して

おります。

⑤　ＰＣＢ処理引当金

　同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

―
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

７　ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、為替予約等について振当処

理の要件を満たしている場合は振当

処理を、金利スワップについて特例

処理の要件を満たしている場合は特

例処理を採用しております。

ヘッジ会計の方法

　　同左

 ヘッジ方針等

　　当社は、輸出入取引等に係る為替変

動リスクへの対応を目的として、為

替予約等を利用したヘッジ取引を実

施しております。また、負債(借入金

・社債等)全体の金利の変動への対

応及び金利の低減を目的として、金

利スワップ等を利用したヘッジ取引

を実施しております。

　　これらヘッジ取引の実施にあたって

は、実需に伴う取引に対応させるこ

とを基本方針とし、ヘッジ取引に係

る社内規定(「資金業務権限規程」

及び「デリバティブ取引管理規

程」)に基づき取引を実施しており

ます。

ヘッジ方針等

　　同左

８　消費税等の会計処理方法 　税抜方式によっております。 　同左

９　連結納税制度の適用 　連結納税制度を適用しております。 　同左

 

EDINET提出書類

ＪＦＥスチール株式会社(E01226)

有価証券報告書

 88/109



会計方針の変更

 

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

― 　通常の販売目的で保有するたな卸資

産については、従来、後入先出法による

原価法によっておりましたが、当事業

年度より「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号　平成

18年７月５日）が適用されたことに伴

い、後入先出法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により算定し

ております。

　これにより、当事業年度の営業利益、

経常利益および税引前当期純利益は、

4,500百万円それぞれ減少しておりま

す。

２　リース取引の処理方法 ― 　所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年３月30日改

正））および「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会　会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を当事業年

度から適用し、従来の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理から通常の売

買取引に係る会計処理に変更しており

ます。

　この変更による当事業年度の営業利

益、経常利益および税引前当期純利益

への影響は軽微であります。

３　固定資産の減価償却の方

法

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。

　これにより、当事業年度の減価償却費

は2,823百万円増加し、営業利益は

2,784百万円、経常利益及び税引前当期

純利益は2,792百万円それぞれ減少し

ております。

―
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表示方法の変更

 
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（損益計算書関係）

１　営業外費用の「為替差損」の金額が営業外費用の総

額の100分の10を上回っておりますので、区分表示して

おります。なお、前事業年度において営業外収益の「そ

の他」に含まれております「為替差益」は1,430百万

円となっております。

 

 

２　前事業年度において区分表示しておりました営業外

費用の「賃貸資産減価償却費等」は、当事業年度の金

額が営業外費用の総額の100分の10以下となっており

ますので、営業外費用の「その他」に含めて表示して

おります。なお、当事業年度における営業外費用の「賃

貸資産減価償却費等」は3,403百万円となっておりま

す。

（損益計算書関係）

　　前事業年度において区分表示しておりました営業外費

用の「為替差損」は、当事業年度の金額が営業外費用

の総額の100分の10以下となっておりますので、営業外

費用の「その他」に含めて表示しております。なお、当

事業年度における営業外費用の「為替差損」は4,106

百万円となっております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追加情報

 

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

有形固定資産の耐用年数の
変更

―  法人税法上の法定耐用年数の見直し

を踏まえ、当事業年度より、機械装置等

の一部について、耐用年数を変更して

おります。これにより、当事業年度にお

ける減価償却費は5,579百万円増加し、

営業利益は5,531百万円、経常利益およ

び税引前当期純利益は5,540百万円そ

れぞれ減少しております。

固定資産の減価償却の方法 　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した事業

年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却しております。

　これにより、当事業年度の減価償却費

は29,915百万円増加し、営業利益は

29,308百万円、経常利益及び税引前当

期純利益は29,405百万円それぞれ減少

しております。

―
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注記事項

(貸借対照表関係)

 
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額
4,760,272百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
4,861,295百万円

  
※２　担保に供している資産

投資有価証券 3,411百万円

関係会社株式 3,641

関係会社出資金 580

　　　上記に対応する債務

短期借入金 1,189

長期借入金 2,918

関係会社の金融機関借入金 692

　　　　上記には質権設定を予約したものが、以下の通り含
まれております。

投資有価証券 266

関係会社株式 3,641

関係会社出資金 580

※２　担保に供している資産

投資有価証券 231百万円

関係会社株式 3,641

関係会社出資金 580

　　　上記に対応する債務

短期借入金 1,189

長期借入金 1,728

  

　　　　上記には質権設定を予約したものが、以下のとおり
含まれております。

投資有価証券 231

関係会社株式 3,641

関係会社出資金 580

  
※３　関係会社に対する主な資産、負債には、区分掲記さ
れたもののほか次のものがあります。

売掛金 144,711百万円

未収入金 32,171

買掛金 93,673

短期借入金 724,000

未払金 66,847

未払費用 45,268

※３　関係会社に対する主な資産、負債には、区分掲記さ
れたもののほか次のものがあります。

売掛金 146,057百万円

買掛金 68,802

短期借入金 308,241

未払金 42,357

未払費用 39,818

  

なお、上記以外の関係会社に対する資産の合計

額が、資産の総額の100分の1を超過しており、その

合計額は46,999百万円であります。

  
　４　保証債務
　　　　下記会社の社債、金融機関借入金等について保証を

行っております。
ジェイ　エフ　イー
ホールディングス㈱

188,040百万円

ＪＦＥ条鋼㈱ 42,212

ＪＦＥ建材㈱ 14,300

水島エコワークス㈱ 13,262

ＪＦＥライフ㈱ 12,543

その他 57,323

計 327,682

　４　保証債務
　　　　下記会社の社債、金融機関借入金等について保証を

行っております。
ジェイ　エフ　イー
ホールディングス㈱

248,040百万円

ＪＦＥ条鋼㈱ 80,128

ＪＦＥ建材㈱ 16,725

その他 66,212

計 411,105
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(損益計算書関係)

 
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　関係会社への売上高は1,085,388百万円でありま

す。

※１　関係会社への売上高は1,256,159百万円でありま

す。

  

※２　関係会社からの仕入高は717,587百万円でありま

す。

※２　関係会社からの仕入高は734,197百万円でありま

す。

  

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は29,348百万円であります。

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は29,867百万円であります。

  

※４　販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用

の割合は概ね５割であります。

　　　販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は次の通

りであります。

製品発送関係費 65,336百万円

従業員給料手当 27,533百万円

退職給付引当金繰入額 2,721百万円

減価償却費 7,914百万円

外注費 13,543百万円
　

※４　販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用

の割合は概ね５割であります。

　　　販売費及び一般管理費の主な費目および金額は次の

とおりであります。

製品発送関係費 61,765百万円

従業員給料手当 25,181百万円

退職給付引当金繰入額 4,153百万円

減価償却費 7,367百万円

外注費 12,973百万円
　

  

※５　営業外収益には、関係会社との取引による受取配当

金15,624百万円及び受取賃貸料6,306百万円、棚卸資

産関係益6,703百万円が含まれております。

※５　営業外収益には、関係会社との取引による受取配当

金20,648百万円および受取賃貸料6,308百万円、棚卸

資産関係益12,004百万円が含まれております。

  

※６　営業外費用には、関係会社との取引による支払利息

10,254百万円が含まれております。

※６　営業外費用には、関係会社との取引による支払利息

18,736百万円が含まれております。

  

―

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※８　関係会社株式売却損には、関係会社との取引による

2,135百万円が含まれております。

※７　当社は、減損の兆候を判定するにあたって、原則と

して、遊休資産、賃貸資産、各種プロジェクト資産お

よび事業用資産に分類し、それぞれにおいて独立し

たキャッシュ・フローを生成する最小単位にグルー

ピングを実施しております。

　　　当事業年度において、主として住宅制度改訂に伴い閉

鎖する社宅について、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（7,659百万円）とし

て特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物

6,674百万円、機械及び装置等984百万円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は、相続税評価額等に

よって算定した正味売却価額により測定しておりま

す。

 

―
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 (リース取引関係)
 

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　に係る未経過リース料

　　 １年内　　　　　　　　 　　　　　1,419百万円

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装置 13,6159,772 3,843

その他 516 302 214

合計 14,13210,0754,057

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

１年超 　7,805百万円

　　　　　　合計 　9,224百万円

 

 

２　未経過リース料期末残高相当額

　１年内 1,779百万円

　１年超 2,277百万円

　合計 4,057百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

３　支払リース料 1,977百万円

　　減価償却費相当額 1,977百万円

 

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 

区分

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

子会社株式 7,035 9,644 2,608 7,035 8,529 1,493

関連会社株式 37,841109,27571,433 37,841 45,756 7,914

合計 44,877118,91974,042 44,877 54,285 9,408

 

(税効果会計関係)

 
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

　関係会社株式評価損 37,641百万円

　退職給付引当金 17,417百万円

　特別修繕引当金 14,753百万円

　未払賞与 12,196百万円

　固定資産減損損失 8,312百万円

　その他 26,183百万円

繰延税金資産小計 116,504百万円

  

　評価性引当額 △6,826百万円

繰延税金資産合計 109,677百万円

  

繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 △33,763百万円

　その他 △6,829百万円

繰延税金負債合計 △40,592百万円

繰延税金資産の純額 69,084百万円

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

　関係会社株式評価損 49,329百万円

　退職給付引当金 15,357百万円

　特別修繕引当金 14,798百万円

　その他有価証券評価差額金 12,921百万円

　未払賞与 10,417百万円

　その他 31,408百万円

繰延税金資産小計 134,233百万円

  

　評価性引当額 △26,980百万円

繰延税金資産合計 107,252百万円

  

繰延税金負債  

　特別修繕準備金 △4,793百万円

　固定資産圧縮積立金 △2,243百万円

  その他 △962百万円

繰延税金負債合計 △7,999百万円

繰延税金資産の純額 99,253百万円

  
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため、注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

 (調整)  

  評価性引当額等 4.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.0％
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(１株当たり情報)

 
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 1,776円50銭１株当たり純資産額 1,723円７銭

１株当たり当期純利益 441円４銭１株当たり当期純利益 263円19銭

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

　(1)　１株当たり純資産額

 

 
前事業年度末

(平成20年３月31日)
当事業年度末

(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 957,838 929,029

純資産の合計額から控除する金額
(百万円)

─ ─

普通株式に係る期末の純資産額
(百万円)

957,838 929,029

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数(千株)

539,170 539,170

 

　(2)　１株当たり当期純利益金額

 

 
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益(百万円) 237,800 141,905

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益(百万円) 237,800 141,905

普通株式の期中平均株式数(千株) 539,170 539,170

 

 

(重要な後発事象)

 

該当事項はないため、記載しておりません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 トヨタ自動車㈱ 5,456,227 16,499

  大陽日酸㈱ 25,254,800 15,228

  川崎重工業㈱ 56,174,400 10,392

  三菱商事㈱ 8,196,500 10,024

  丸一鋼管㈱ 4,337,282 9,273

  川崎汽船㈱ 28,174,500 8,677

  三菱重工業㈱ 28,056,000 8,164

  
国際石油開発帝石ホールディングス

㈱
11,453 7,649

  
㈱みずほフィナンシャルグループ第
十一回第十一種優先株式

6,000,000 6,000

  スズキ㈱ 3,511,000 5,782

  ㈱みずほフィナンシャルグループ 26,926,410 5,223

  
ミズホ・プリファード・キャピタル
（ケイマン）リミテッド

50 5,000

  ㈱商船三井 9,800,000 4,860

  現代ハイスコ㈱ 10,410,000 4,643

  東海旅客鉄道㈱ 8,266 4,542

  本田技研工業㈱ 2,001,800 4,514

  パナソニック㈱ 3,996,000 4,431

  東日本旅客鉄道㈱ 841,600 4,418

  ＤＯＷＡホールディングス㈱ 11,244,000 4,047

  日本郵船㈱ 8,352,000 3,257

  
エーケースチール・ホールディング
ス・コーポレーション

4,410,638 2,947

  ㈱損害保険ジャパン 5,268,040 2,618

  ㈱東芝 10,392,000 2,598

  その他（291銘柄） 22,468,535,97560,422

計 22,727,358,941211,217
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【債券】

 

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 千葉県工業用水縁故債 75 75

 

【その他】

 

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 出資証券（２銘柄） 90 4
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 782,04611,04914,317778,778596,42613,451182,351

   (6,674)     

　構築物 469,25013,257 3,401479,106377,4279,349101,679

　

機械及び装置

 

4,305,081

 

149,032

(146)

58,716

 

4,395,397

 

3,813,027

 

134,406

 

582,370

 

　船舶

 

18

 

5

(789)

3

 

21

 

16

 

2

 

4

　車両運搬具 12,624 354 724 12,25310,244 417 2,009

　工具、器具及び備品 71,422 2,024 7,969 65,47857,6342,843 7,844

 

　土地

 

311,960

 

6,639

(11)

29

 

318,570

 

―

 

―

 

318,570

　リース資産 ― 14,407 5,142 9,265 6,519 1,407 2,745

　建設仮勘定 53,182193,568185,34261,408 ― ― 61,408

有形固定資産計

 

6,005,587

 

390,338

 

275,646

(7,622)

6,120,279

 

4,861,295

 

161,879

 

1,258,983

 

無形固定資産        

　特許権 117 ― ― 117 116 0 0

　借地権 168 ― 104 64 ― ― 64

　商標権 5 ― ― 5 2 0 2

　ソフトウェア 123,45216,563 2,054137,96192,22016,58945,741

   (26)     

　リース資産 ― 11 ― 11 8 2 2

　その他 5,439 362 59 5,742 2,535 213 3,207

   (10)     

無形固定資産計

 

129,183

 

16,936

 

2,218

(36)

143,901

 

94,882

 

16,806

 

49,019

 

長期前払費用 12,041 4,808 15 16,834 8,730 1,596 8,103

 
(注)１　「機械及び装置」の当期増加額

東日本製鉄所（千葉地区） 17,754百万円

東日本製鉄所（京浜地区） 27,314

西日本製鉄所（倉敷地区） 52,316

西日本製鉄所（福山地区） 33,123

その他 18,523

計 149,032

 

　　２　「建設仮勘定」の当期増加額

東日本製鉄所（千葉地区） 26,066百万円

東日本製鉄所（京浜地区） 34,570

西日本製鉄所（倉敷地区） 53,220

西日本製鉄所（福山地区） 43,204
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その他 36,505

計 193,568

 

　　３　「機械及び装置」の当期減少額

東日本製鉄所（千葉地区） 10,152百万円（主として設備の除却であります）

東日本製鉄所（京浜地区） 11,466 （　　　　　　〃　　　　　　　）

西日本製鉄所（倉敷地区） 15,920 （　　　　　　〃　　　　　　　）

西日本製鉄所（福山地区） 17,866 （　　　　　　〃　　　　　　　）

その他 3,310 （　　　　　　〃　　　　　　　）

計 58,716  

 

　　４　当期減少額のうち（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

 

　　５　長期前払費用につきましては、法人税法の規定に基づき償却しております。

 

 

【引当金明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 1,886 57 1,228 35 681

役員賞与引当金 165 117 165 ― 117

特別修繕引当金 39,388 1,495 ― ― 40,884

ＰＣＢ処理引当金 9,432 ― 453 ― 8,978

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率洗替によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

   (百万円)

現金  3  

預金    

当座預金 10,724   

普通預金 16,324 27,048 27,052

 

②　売掛金

  (百万円)

ＪＦＥ商事㈱ 90,948 

伊藤忠丸紅鉄鋼㈱ 32,093  

㈱メタルワン 22,997  

ＪＦＥ商事鉄鋼建材㈱ 12,445  

ＪＦＥ商事建材販売㈱ 12,185  

その他 93,497 264,168

 

滞留状況

 
前期末残高
(百万円)

当期発生額
(百万円)

当期回収額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

滞留月数
 

278,6902,712,1422,726,664264,168 1.2

(注) １　消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記の当期発生額には消費税等が含まれております。

２　滞留月数の計算は次の算式によっております。

当期末残高
×12

当期発生額
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③　棚卸資産

 

科目  品種 金額(百万円)

商品及び製品

製品

鋼板・鋼帯類 34,203

条鋼・鋼管類 17,223

その他 2,224

小計 53,651

半製品

圧延半製品 54,598

鋼塊・鋼片類 34,196

その他 20,729

小計 109,523

 合計 163,175

仕掛品  
炉中仕掛品 2,769

その他 3,778

 合計 6,548

原材料及び貯蔵品

原材料

くず鉄・銑鉄 48,825

鉱石 41,437

石炭・コークス 51,893

合金鉄・地金 34,069

その他 4,236

小計 180,462

貯蔵品

鋳型・ロール 26,907

その他 114,804

小計 141,711

 合計 322,173

 

④　関係会社株式

  (百万円)

ＪＦＥ条鋼㈱ 76,087  

日伯鉄鉱石㈱ 48,374  

ケージーアール㈱ 35,235  

ＪＦＥ商事ホールディングス㈱ 30,994  

ＪＦＥケミカル㈱ 29,435  

その他 263,207483,334
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⑤　買掛金

  (百万円)

ＪＦＥ商事㈱ 26,567 

水島合金鉄㈱ 11,261  

ＪＦＥミネラル㈱ 6,944  

ＪＦＥメカニカル㈱ 5,899  

ＪＦＥ炉材㈱ 3,861  

その他 76,586 131,121

 

⑥　短期借入金

  (百万円)

ジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱ 308,241 

一年以内返済予定の長期借入金 23,235 331,476

 

⑦　関係会社長期借入金

 

ジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱ 1,189,100百万円

 

 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100,000株券、10,000株券、1,000株券、100株券、１株券

剰余金の配当の基準日 12月31日、３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

　　取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社

　　株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社の各支店
みずほインベスターズ証券株式会社の本店および各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 印紙税相当額(消費税等相当額を加算して徴収)

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法

電子公告（当社ホームページに掲載）

（アドレス）

http://www.jfe-steel.co.jp

※事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行います。

株主に対する特典 なし

（注）株式の譲渡制限につき定款に下記の定めがあります。

「当会社の株式の譲渡による取得は、取締役会の承認を要する。」
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社ではないため、法第24条の７第１項の規定が適用されません。

 

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

 
(1) 
 

 
有価証券報告書
及びその添付書類

 
事業年度
(第５期)

 
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 
 
平成20年６月26日
関東財務局長に提出。

(2) 四半期報告書     

  (第６期第１四半期)
 

自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

 
 
平成20年８月13日
関東財務局長に提出。

  (第６期第２四半期)
 

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

 
 
平成20年11月４日
関東財務局長に提出。

  (第６期第３四半期)
 

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

 
 
平成21年２月４日
関東財務局長に提出。

(3)臨時報告書    
 
 

 
①

  
平成21年１月14日
関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を

与える事象）および第19号（連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告

書であります。

 
②

  
平成21年４月１日
関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。

 
③

  
平成21年４月７日
関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を

与える事象）および第19号（連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告

書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 

 

平成20年６月26日

ＪＦＥスチール株式会社

代表取締役社長　馬　田　一　殿

新日本監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　　氏　　原　　修　　一　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　　阿　　部　　修　　二　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　　市　　之　　瀬　　申　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　　中　　村　　裕　　輔　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているＪＦＥスチール株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ＪＦＥスチール株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管し

ております。

　２　前連結会計年度の連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 

平成21年６月25日

ＪＦＥスチール株式会社

代表取締役社長　馬　田　一　殿

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　　氏　　原　　修　　一　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　　阿　　部　　修　　二　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　　市　　之　　瀬　　申　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　　中　　村　　裕　　輔　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているＪＦＥスチール株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ＪＦＥスチール株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管し

ております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月26日

ＪＦＥスチール株式会社

代表取締役社長　馬　田　一　殿

新日本監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　　氏　　原　　修　　一　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　　阿　　部　　修　　二　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　　市　　之　　瀬　　申　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　　中　　村　　裕　　輔　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているＪＦＥスチール株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第５期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＦ

Ｅスチール株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管し

ております。

２　前事業年度の財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成21年６月25日

ＪＦＥスチール株式会社

代表取締役社長　馬　田　一　殿

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　　氏　　原　　修　　一　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　　阿　　部　　修　　二　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　　市　　之　　瀬　　申　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　　中　　村　　裕　　輔　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているＪＦＥスチール株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第６期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＦ

Ｅスチール株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管し

ております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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